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平成２７年度 総務部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

総務部長 

坪井 裕一郎 

●使命 

私たち総務部は、総合計画に掲げる「人と自然が織りなす幸せ実感都

市 瀬戸内」の将来像に向かい、複雑化する行政課題に対応できる職

員を育成し、市民ニーズにこたえられる、透明で開かれた市役所をめ

ざします。 

●基本方針 

透明で開かれた市役所があるまちを目指して、広く市民に分かりやす

い情報を発信する。また社会文化に功績のあった市民に対して、名誉

市民の称号を贈るとともに、自治の振興に功労、また善行があったも

のを表彰する。 

市民ニーズにこたえる市役所があるまちを目指して、職員の人材育成

を目的とした人事評価制度を構築するとともに、歳入確保のため、未

使用の公共用地の売却、有効利用を図る。 

所 管 課 秘書広報課・総務課・契約管財課 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

２１人 １０人 ３１人 

一般会計 ３６１，５９２ 
千円 

特別会計  
千円 

計   ３６１，５９２ 
千円 

（うち人件費）    （２９３，４８６ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

総合教育会議の設

置・運営と及び大

綱の策定 

地方行政の組織運営に関する法

律の改正に伴い、総合教育会議を

設置するとともに、教育の振興に

関する施策の大綱を策定する。 

５月中に第１回目の総合教

育会議を開催し、総合教育

会議の役割等基本的な方針

を協議する。また教育基本

法の基本的な方針を参酌し

た、教育の振興に関する施

策の大綱を策定する。 

 

２回の総合教育会

議を経て、教育大綱

（案）を策定。現在

パブリックコメン

トを実施中。 

パブリックコメント

を経て１１月に教育

大綱を策定。 

2月18日に教育大綱

を踏まえた平成 28

年度当初予算案につ

いて総合教育会議で

説明 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

表彰及び名誉市民

の選考に伴う基準

の策定 

合併以後、名誉市民の選定を行っ

ていない。また、表彰も２～３の

団体、個人にとどまっている。こ

のため、詳細な選考基準を策定

し、功労、また善行の表彰、名誉

市民の選考について検討する。 

表彰に関する基準を策定す

る。また、名誉市民の選考

に関する基準を策定すると

ともに、名誉市民条例に選

考委員会の設置の条文を加

え、条例改正を行う。 

名誉市民条例の改

正案を作成。１１月

議会に提出予定 

改正案の内容を精査

し、２月議会に名誉

市民条例改正案を提

出することとした。 

2 月議会に名誉市民

条例を提案し議決さ

れた。 

3 

文書管理の基準の

見直しと西棟書庫

の整理 

合併以後、西棟の文書庫の整理が

出来ていない。このため文書管理

の基準を見直し、西棟書庫を整理

する。 

１０月までに文書管理の基

準を見直し、職員説明会を

行う。また、２７年度末ま

でに西棟書庫を整理する。 

十分な協議が出来

ていない。 

各部署に西棟書庫の

整理を指示。旧町の

書類等を玉津保育園

（幼稚園）に移動。 

文書管理の手引を作

成した。平成２８年

度からは、本手引に

より文書管理を行う

予定。 

西棟書庫について

は、旧町の非現用文

書を対象として、文

書担当者を中心に整

理を行った。 

4 

人事評価制度の構

築 

平成２８年度の本格実施をめざ

し、勤勉手当に反映できるよう、

現在試行中の人事評価制度につ

いて再検討を行う 

９月までに現在の人事評価

制度の見直しを行い、「人

事評価の手引き」を策定す

る。これをもとに職員研修

を行うとともに、評価の調

整、職員からの苦情対応の

ための委員会を設置する。 

 

 

職種ごとの評定要

素基準表の見直し

を行っている。１１

月中に「人事評価の

手引き」を策定する

必要がある。 

職種ごとの評定要素

基準表を作成し、新

しい基準を用いて職

員研修を行った後、

人事評価を実施。 

今年度新たに作成し

た評点要素基準表を

用いた人事評価の結

果を 3月中にフィー

ドバックした。また、

新しい基準表や人事

評価制度そのものに

ついてのアンケート

調査を実施した。今

後はアンケート結果

などを参考に制度構

築に努めたい。 
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 重点項目 内容 成果目標 ９月末の進捗状況 １月末の進捗状況 ３月末の進捗状況 

5 

公共用地の有効利

用、また売却によ

る歳入確保 

旧養護老人ホーム「楽々園」跡地

の売却や、公共施設の未使用部分

の太陽光発電施設設置の貸付に

より、歳入の確保や効果的な活用

を図る。 

楽々園跡地については、９

月までに鑑定を行い、供養

塔の管理も含め、売却方法

を検討し、２７年度末まで

に売却する。公共施設の太

陽光発電施設の貸付につい

ては、５月末までに業者を

公募により決定する。 

８月議会において

旧楽々園の不動産

鑑定費用が議決と

なり、１０月に発注

する予定。 

太陽光発電の屋根

貸しについては、７

月に協定を締結。 

旧玉津小学校跡地利

活用事業のプロポー

ザル基本方針を策

定。３月に公募の公

表予定。 

旧玉津小学校跡地利

活用事業のプロポー

ザルのための第 1回

審査委員会を３月に

実施。また実施要領

の公表。６月締切で

７月事業者決定、１

０月事業実施予定。 

6 

公共施設再編計画

の周知と具体化 

公共施設再編計画の議会、市民へ

の周知と保健福祉部を中心とし

た組織の統合の検討を行う。 

公共施設再編計画について

議会に対して説明を行うと

ともにホームページで公表

する。また、保健福祉部等

の移設検討のための概算工

事費、跡地活用等基礎調査

を行う。 

公共施設再編計画

については、パブリ

ックコメントを実

施し、計画を確定。

保健福祉部の本庁

移転については委

託仕様書を策定中。 

保健福祉部の本庁移

転の計画案を策定。

今後の方針について

検討する。 

保健福祉部の本庁移

転の可能性調査を建

築面等（委託設計）

からおこなったが、

総合的に考えると可

能性が低いことが判

明。再度、福祉部の

移設計画の見直しが

必要。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

地域防災計画の改

訂及び避難行動要

支援者名簿の作成 

前年度から繰越明許している市地

域防災計画の全面改定を本年度早

期に防災会議を開催し新地域防災

計画を画一します。 

災害対策基本法の改正により、避

難行動要支援者名簿の作成が市に

義務付けられ、名簿作成に係る準

備（電算処理、本人同意の確認等）

に着手し、名簿整備後は関係機

関・団体と情報を共有し、災害発

生時に円滑かつ迅速な避難行動支

援の確保を図ります。 

防災会議の開催（5/26） 

市地域防災計画（改訂版） 

名簿対象者の抽出・データ 

ベースの作成 

名簿登載への本人同意確認 

避難行動要支援者名簿作成 

5/26 防災会議開催

を経て瀬戸内市地域

防災計画の全面改訂

が完了した。 

避難行動要支援者名

簿作成委託業務を

9/24 受託業者と契

約締結し、今後の作

業スケジュールの打

ち合わせをした。 

避難行動要支援者名

簿の作成については

11月に全体名簿を作

成した。 

名簿対象者への同意

確認を現在行ってお

り、同意の状況を集

計している。2月末ま

でには同意者名簿を

作成予定。 

平成28年度に避難行

動要支援者名簿同意

者名簿を避難支援等

関係者へ提供予定。 

平成 27 年度作成し

た避難行動要支援者

名簿（同意者分）に

ついて、提供及び取

扱いに関する協定を

避難支援等関係機関

と締結し、個人情報

である名簿の取扱い

について遵守及び周

知を図って提供す

る。（H28.4.1 締結） 

平成２７年度 危機管理部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

危機管理部長 

上田 和政 

●使命 

私たち危機管理部は総合計画に掲げる「人と自然が織りなす幸せ実感都

市瀬戸内市」の将来像に向かい、市民が安全で安心できる暮らしを実現

するため、行政、市民、地域が一体となった取組みを行い、市民の防災

意識、交通安全意識、防犯意識の向上を図ります。 

●基本方針 

①防災意識の高いまちを目指して地域防災計画の改訂を行うとともに、

自主防災組織の育成、職員の災害対応能力の向上に努めます。 

②地域みんなで防犯に力を入れるまちを目指して、瀬戸内警察署や自主

防犯組織と連携を強化するとともに、防犯灯のＬＥＤ化を促進します。 

③交通事故ゼロのまちを目指して、交通安全団体と協力連携し、交通安

全教室、啓発活動を実施します。 

所 管 課 危機管理課 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

５人 １人 ６人 

一般会計 ８９，１７０ 
千円 

特別会計  
千円 

計 ８９，１７０ 
千円 

（うち人件費）       （４５，２３７ 千円） 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

自主防災組織の育

成 

市民の防災意識の高揚と自主防災

組織の結成促進を図るため、市内4

地区で防災研修会を開催します。

また、自主防災組織を牽引するた

めの防災リーダー研修を通じてリ

ーダーの養成･発掘等により地域

防災力の活動創出を図ります。 

市内自主防災組織率 74％ 

(平成26年度末 71.5％) 

うち組織認定率 23％ 

(平成26年度末 20.6％) 

防災リーダーの養成 80名 

(平成26年度養成 77名) 

 

 

防災研修会開催を

8/21邑久地区を皮切

りに、9/11国府地区

で実施した。10月以

降に、美和地区、福

田地区も順次に防災

研修会の実施を進め

る。 

12/12牛窓町公民館

において68名の参加

により防災リーダー

研修会を開催した。

邑久・国府・美和・

福田の4地区にて防

災研修会を完了し、

H23から継続展開の

防災研修会も市全域

を一巡した。 

12/12のリーダー研

修開催実施及びH23

から継続展開してき

た各地区防災研修会

も市内全地区を一巡

し完了となった。 

 

3 

職員の防災・災害

対応能力の向上 

職員の危機管理に対する日常的な

自覚と災害対応能力の向上を図る

ため、職員研修を実施します。 

職員ワークショップにより、市の 

防災体制の見直や、業務継続計画

(OCP)等のマニュアル作成を進め、

防災等危機管理対策の強化を図り

ます。 

 

職員防災危機管理職員研修

実施 

市の防災体制見直ワークシ

ョップ実施 

業務継続計画(OCP)マニュア

ル作成 

 

8/28主任・主事級を

対象とした職員防災

危機管理職員研修を

市政戦略アドバイザ

ーの講師により実施

した。（受講者数56

人） 

災害対策本部設置時

におけるタイムライ

ンの実施や各班別の

行動、人員体制も検

討した。 

H28.1.29に岡山県主

催の市町村業務継続

計画策定研修会へ参

加し、内閣府政策統

括官（防災担当）か

ら業務継続計画作成

ガイドを活用した策

定方法及び計画の重

要性を受講した。 

主任・主事級を対象

とした職員防災危機

管理職員研修を市政

戦略アドバイザーの

講師により実施し

た。（8/28） 

業務継続計画につい

ては、マニュアル作

成を目標としていた

が、想定等の検討に

より次年度へ繰り延

べとなった。 

4 

防犯活動の推進 瀬戸内警察署や自主防犯組織等と

の連携を強化し、ＪＲ３駅を中心

とした防犯パトロールや、青パト

による巡回等、市内の防犯活動を

推進します。また、主要道路にLED

防犯灯を設置するとともに、LED

防犯灯を設置する自治会に対し補

助金を交付し、防犯効果の向上を

図ります。 

犯罪刑法犯件数300件以内 

（平成26年313件） 

LED防犯灯設置数   25基 

LED防犯灯自治会設置数200

基 

防犯カメラ設置 2基 

（大富駅駐輪場） 

青色回転灯パトロール 

（市職員実施 100回/年） 

LED 防犯 灯 設 置 数   

12基 

LED防犯灯自治会設

置数171基 

防犯カメラ設置 2

基（大富駅駐輪場）

へ8/28設置完了 

青色回転灯パトロー

ル（市職員交代割当

にて週1回の目標で

実施中） 

青色回転灯パトロー

ル（市職員交代割当

にて週1回の目標で

実施中） 

瀬戸内警察署と犯

罪・防犯情報等の交

換及び共有により市

民が安全・安心で快

適に暮らせる環境向

上に努めている。 

犯罪刑法犯件数300

件以内（平成27年度

190件） 

LED 防犯 灯 設 置 数   

25基 

LED防犯灯自治会設

置数26基 

防犯カメラ設置2基 

（大富駅駐輪場） 

青色回転灯パトロー

ル（市職員実施150

回/年） 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

5 

交通安全教育の啓

発 

正しい交通ルールとマナーを理解

し、安全な行動がとれるよう、幼

児期からの交通安全教室を行いま

す。また、交通事故防止を図るた

め、警察署、交通安全団体、交通

安全ボランティア等と連携し交通

安全啓発・指導活動を実施します。 

市内人身事故発生件数 

平成 27年 160 件以内 

(平成 26 年 1～12 月：163

件、平成 25年 1～12 月：189

件） 

交通安全フェスタ開催(9/20) 

交通安全啓発・指導実施回数 

（保育園・幼稚園：30回） 

（中学校：6回） 

（高齢者・一般：30 回） 

（春・秋交通安全運動：20

回） 

市内人身事故発生件数 

平成 27 年 86 件 

(平成27年1/1～8/13

まで 86 件） 

9/20 に交通安全フェ

スタを参加者約 500 名

参加にて実施した。 

交通安全啓発・指導

実施回数 

（保育・幼稚園：17 回） 

（中学校：0 回） 

（高齢者・一般：4 回） 

（春・秋交通安全運

動：19 回） 

市内人身事故発生件数 

平成 27 年 140 件 

9/20 に交通安全フェ

スタを参加者約 500 名

参加にて実施した。 

交通安全啓発・指導

実施回数 

（保育・幼稚園：25 回） 

（中学校：0 回） 

（高齢者・一般：13 回） 

（春・秋交通安全運

動：19 回） 

市内人身事故発生件

数平成 27年 140 件 

 

9/20 に交通安全フェ

スタを参加者約 500 名

参加にて実施した。 

 

交通安全啓発・指導

実施回数 

（保育園・幼稚園：

36 回）（中学校：0回）

（高齢者・一般：16

回）（春・秋交通安全

運動：19回） 
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平成２７年度 総合政策部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

部長 

石原 知之 

●使命 

 私たち総合政策部は、重要施策の企画や総合調整を通じて、第 2次総

合計画が目指す将来像「人と自然が織りなす幸せ実感都市 瀬戸内」実

現のため、市民の皆さんとの協働のまちづくりを進めるとともに健全か

つ効率的な財政運営を図ります。 

●基本方針 

 ①第２次総合計画の将来像の実現を目指し、健全な行財政運営に努め

ます。 

 ②移住希望者への情報提供とともに、関係施策を整理融合させ、移

住・定住促進策を市内外に発信します。 

 ③市民活動のための新たな支援策について調査研究し、協働のまちづ

くりを推進します。 

所 管 課 企画振興課、財政課 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

１５人 １人 １６人 

一般会計 ４，００４，０００ 
千円 

特別会計    ５９，７２０ 
千円 

計 ４，０６３，７２０ 
千円 

（うち人件費） （ １０３，３４７ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

社会、経済情勢を

踏まえた適切な予

算編成と健全財政

の堅持 

第２次総合計画の実現を見据えた

予算編成を行います。 

地方創生などの社会経済情勢の変

化に伴う経済対策や災害対応等、

遅滞のない機動的な予算編成を行

います。 

実質公債費比率及び将来負担比率

について、第２次総合計画の指

標・目標値を下回るよう、健全な

財政運営を目指します。 

 

財政状況を踏まえ、予算の重

点的な配分を行う。 

平成26年度決算目標値 

実質公債費比率：18％未満 

基金残高（財政調整基金・減

債基金）：30億円 

中期財政計画の策定 

 

平成26年度決算によ

る各財政指標は、次

のとおりです。 

・経常収支比率83.9％ 

・実質赤字比率 － 

・連結実質赤字比率 

        － 

・実質公債費比率 

12.2％ 

・将来負担比率67.9％ 

平成26年度末基金残高

（財政調整基金・減債

基金）50.6億円 

平成26年度決算によ

る各財政指標は、次

のとおりです。 

・経常収支比率83.9％ 

・実質赤字比率 － 

・連結実質赤字比率 

        － 

・実質公債費比率 

12.2％ 

・将来負担比率67.9％ 

平成26年度末基金残高

（財政調整基金・減債

基金）50.6億円 

平成26年度決算によ

る各財政指標は、次

のとおりです。 

・経常収支比率83.9％ 

・実質赤字比率 － 

・連結実質赤字比率 

        － 

・実質公債費比率 

12.2％ 

・将来負担比率67.9％ 

平成 27 年度末基金残

高（財政調整基金・減

債基金）56.1 億円 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

人口減少対策 移住下見ツアーの開催やお試し住

宅の整備など総合戦略による移

住・定住施策を推進するとともに、

ＦＭ放送によるＰＲやＰＲビデオ

の作成など効果的な情報を発信に

努めます。 

大阪、東京等で開催する定住

フェアでの相談者数 

Ｈ26年度実績：98人 

Ｈ27年度目標：120人 

 

 

 

 

 

 

お試し住宅の利用者数：18

組 

 

 

 

 

 

移住下見ツアー参加者：40

人 

 

 

 

 

 

 

空き家バンク登録戸数の増

加と空き家バンクによる移

住者の増加 

 

 

 

 

 

 

東京で２回（5月・7月）

の移住相談会を実施し、

32件の相談を受けた。 

また、大阪で1回（7月）

の移住相談会を実施し、

20件の相談を受けた。 

10月以降も東京・大阪等

での相談会を開催する予

定です。 

 

牛窓地区及び長船地区の

お試し住宅の改修が完了

し、11月より募集を開始

する予定です。 

 

 

 

8月29日～30日に実施し

た「移住下見ツアー」へ

の参加者は、12組23人で

あった。今年度中に、あ

と2回の下見ツアー（11

月14日～15日、3月5日～

6）を予定しています。 

 

平成27年4月から9月末ま

でに「空き家バンク」を

利用して、市内移住した

のは、4組12人となってい

ます。また、9月末現在の

「空き家バンク」登録は、

19戸となっています。 

 

 

移住相談会の実施 

東京    ３回 

  相談者４５組 

大阪    １回 

  相談者２０組 

名古屋   １回 

  相談者１２組 

 

 

 

11月より募集を開始し、

牛窓地区では、平成28年

９月末まで６組の予約を

受けた。長船地区では、

８月末まで３組の予約を

受けた。 

 

8月及び11月に実施した

「移住下見ツアー」への

参加者は、２回で26組46

人でした。 

 

 

 

 

平成27年4月から平成28

年1月末までに「空き家バ

ンク」を利用して、市内

移住したのは、7組16人と

なっています。また、平

成28年1月末現在の「空き

家バンク」登録は、21戸

となっています。 

 

移住相談会の実施 

東京    ３回 

  相談者４５組 

大阪    ２回 

  相談者４０組 

名古屋   １回 

  相談者１２組 

 

 

 

11月より募集を開始し、

牛窓地区では、平成28年

９月末まで６組の予約を

受けた。長船地区では、

８月末まで２組の予約を

受けた。 

 

8月、11月及び3月に実施

した「移住下見ツアー」

への参加者は、３回で31

組76人でした。 

 

 

 

 

平成27年4月から平成28

年1月末までに「空き家バ

ンク」を利用して、市内

移住したのは、7組16人と

なっています。また、平

成28年3月末現在の「空き

家バンク」登録は、19戸

となっています。 

 



3 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定住コンシェルジュの委嘱 

 

 

 

 

9月に３団体187人を委嘱 

 

 

 

 

9月に３団体187人を委

嘱。「移住下見ツアー」

での説明など参加してい

ただき地域の紹介等をし

ていただきました。 

 

9月に３団体187人を委

嘱。「移住下見ツアー」

での説明など参加してい

ただき地域の紹介等をし

ていただきました。 

 

3 

地域公共交通施策

の推進 

瀬戸内市全域の公共交通網を形成

し、地域公共交通確保維持に向け

た、瀬戸内市地域公共交通網形成

計画を策定します。 

地域の概況を整理するとと

もに、市民からの意見を聞

き、移動状況やニーズを分析

し、地域公共交通網形成計画

を策定 

7月に委託業者を決

定し、地域公共交通

網形成計画に必要な

アンケート調査等実

施。3月末の完了を目

指し策定中です。 

1月末までに今年度５回

の公共交通会議を開催。

３月に開催する会議にお

いて「瀬戸内市地域公共

交通網形成計画」原案に

ついて合意を得る予定で

す。 

３月１８日開催の公共交

通会議において「瀬戸内

市地域公共交通網形成計

画」（原案）について了承

を得、３月末に同計画を

国土交通大臣及び総務大

臣あてに送付しました。 

4 

地域づくり施策の

推進 

総合計画基本計画を見直し、後期

基本計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸内市版総合戦略を策定しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画後期基本計画（平成

28年度～平成32年度）の策定 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸内市版総合戦略の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各部署へ実施計画の見

直し方針を示し、策定

を依頼しました。 

 

 

 

 

 

 

4月以降9月末までに有

識者会議を3回、創生本

部会議を5回、庁内プロ

ジェクトチーム会議を

3回、ワークショップを

4回開催しました。ま

た、8月には、総合戦略

策定に必要な市民意

識・希望調査を実施し

まし、10月末の完成に

向け策定を進めていま

す 

「総合計画後期基本計

画」（原案）を策定し、

有識者で構成する総合計

画審議会へ諮問しまし

た。１月よりパブリック

コメント手続きを開始

し、２月開催予定の第３

回審議会において答申を

いただく予定です。 

１０月末に「瀬戸内市太

陽のまち創生総合戦略」

の策定が完了しました。 

「人口ビジョン」とあわ

せて、市のホームページ

で公表しています。 

 

 

 

 

 

２月議会において、「総

合計画後期基本計画」が

議決されました。 

 

 

 

 

 

 

１０月末に「瀬戸内市太

陽のまち創生総合戦略」

の策定が完了しました。 

「人口ビジョン」とあわ

せて、市のホームページ

で公表しています。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民自治組織育成のため新たな市

民活動支援策として、一括交付金

の導入についての検討を行いま

す。 

 

 

 

 

 

過疎地域自立促進市町村計画（平

成 28 年度～平成 32 年度）を策定

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域自治組織づくりに向け

た調査を実施し、計画を策定 

 

 

 

 

 

 

 

過疎地域自立促進市町村計

画の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域自治組織の範囲づ

くりのための基礎調査

を行うとともに先進事

例を収集しています。

また、9月までに市内3

地区で地域自治組織づ

くりに向けたヒアリン

グを実施しました。 

 

各部署へ策定の方向性

を示し、資料提出の要

求をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域自治組織づくりのた

めのヒアリングが終了

し、２月にはコミュニテ

ィ協議会会長等を構成員

とする「協働のまちづく

り推進委員会」を開催す

る予定です。 

 

 

「過疎地域自立促進市町

村計画」（原案）を策定し、

過疎地域自立促進特別措

置法に基づき１月６日か

ら県協議を行っていま

す。なお、パブリックコ

メントによる手続きにつ

いては、1 月 12 日から 1

月 29 日まで実施しまし

た。 

 

地域自治組織づくりのた

めのヒアリングが終了

し、２月に２回の「協働

のまちづくり推進委員

会」を開催しました。 

 

 

 

 

２月議会において、「過疎

地域自立促進市町村計

画」が議決されました。 

 

 

 

 

 

5 

応援寄付金の納付

拡大に向けた取り

組みの推進 

寄付者に対するお礼を充実させる

とともに、高額寄付者に対するお

礼についての検討を行い、寄付の

増加を図ります。 

寄付者へのお礼の品の見直

し 

寄付者の目標人数     

 Ｈ26 年度実績 420人 

 Ｈ27 年度目標  650 人 

寄付金額の目標数 

Ｈ27 年度目標（予算） 

650 人 

     19,500 千円 

5 月にお礼の品の見

直しを行いました。 

11 月からは高額寄

付者に対するお礼を

追加するとともに、

還元率の見直しを行

うための準備をして

います。 

9 月末現在寄附者及

び寄付金額 

    204 人 

27,445 千円 

 

1 月末現在の寄附者

及び寄付金額は次の

とおりです。 

寄附者  917 人 

寄附金額 

67,415 千円 

3 月末現在の寄附者

及び寄付金額は次の

とおりです。 

寄附者  991 人 

寄附金額 

69,995 千円 
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平成２７年度 市民生活部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

市民生活部長 

松尾 雅行 

●使命 

私たち市民生活部は、市民の皆様と直接関わる部署でありますので、

常に親切・丁寧・迅速な対応を心がけるとともに、市民サービスの向上

を図り、市民との信頼関係を築きます。 

また、全職員気持ちを合わせて、安全・安心で快適な生活環境の形成

を進め、信頼される市役所(市民生活部)を目指します。 

●基本方針 

①市民の窓口として、明るく元気な挨拶と笑顔をもって親切・丁寧・迅

速な対応により、常に市民の皆さんの立場に立った公正・公平なサー

ビスの提供を行います。 

②公平な課税を行うとともに、市民の納税意識を高め、滞納のないまち

を目指します。 

③環境に配慮した美しいまちを目指して「ごみの減量、環境負荷の少な

い循環型社会への取り組み、環境の美化、生活環境関係施設の整備」

を推進します。 

所 管 課 
市民課・税務課・収納推進課・生活環

境課・牛窓支所・長船支所・裳掛出張

所・クリーンセンターかもめ・長船ク

リーンセンター・長船衛生センター 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

６５人 ２５人 ９０人 

一般会計 ２，４３４，２１８ 
千円 

特別会計 ５，５６４，６９３ 
千円 

計 ７，９９８，９１１ 
千円 

（うち人件費） （４１０，９５７ 千円） 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

窓口サービスの

向上 

来庁者への爽やかな挨拶・声掛け

の徹底を全員で進めます。 

窓口満足度アンケートを行いま

す。 

本庁総合窓口の更なるサービス

向上に向けた協議を進め、近隣市

町の動向、類似団体の窓口の動

向、先進地事例等を研究し、窓口

の業務委託も視野に入れて検討

していきます。 

○来庁者への爽やかな挨

拶・声掛けの徹底を進め

ます。 

○窓口満足度アンケートを

行います。 

○本庁総合窓口の更なるサ

ービス向上に向けた協議

を進めます。 

来庁者への爽やかな

挨拶・声掛けの徹底

を進めています。 

窓口満足度アンケー

トについては、窓口

へのお客様に直接ア

ンケートの依頼は難

しく、今後実施の在

り方については検討

する必要がありま

す。アンケート結果

をもとに、本庁総合

窓口の更なるサービ

ス向上に向けた協議

を進めます。 

継続的に来庁者への

爽やかな挨拶・声掛

けの徹底を進めてい

ます。 

窓口満足度アンケー

トの結果について

は、94％の者が概ね

好印象を受けていま

す。 

今後アンケート結果

をもとに、本庁総合

窓口の更なるサービ

ス向上に向けた協議

を進めます。 

また、改善の一つと

して3月下旬から本

庁総合窓口で番号発

券機の設置を予定し

ています。(1台) 

窓口満足度アンケー

トの結果について

は、満足度94％であ

った。 

本庁舎に番号発券機

と行政情報音声案内

等を設置した。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

医療費の抑制 保健福祉部との連携を強化し、ヘ

ルスアップ事業の推進を図り特

定健診受診率の向上を図ります。 

また、特定保健指導の充実を図

り、医療費の抑制に繋げます。 

高額な医療費を要する重篤な病

状に至らないためにも、予防的観

点での健診受診及び保健指導等

の重要性についてPRを進めます。 

そのほか、ジェネリック医薬品の

利用を進めます。 

○特定健診受診率  

平成27年度目標 40％ 

○保険給付費の動向を注視

し、伸び率の鈍化を目指

します。 

○医薬品が処方されている

方で先発･後発の差額の

大きい場合には、利用差

額通知を送付し、ジェネ

リック医薬品の利用を進

めていきます。（継続） 

平成27年度目標40％

を達成するため、９

月から未受診者対策

のため、臨時保健師5

名による個別訪問を

実施しています。ま

た、平成28年2月には

未受診者に対する集

団特定健診及び健診

車による特別国保総

合健診を予定してい

ます。 

 ジェネリック医薬

品の利用を継続的に

進めています。 

9月から未受診者対

策のため、臨時保健

師5名による個別訪

問を実施し、特定健

診を積極的に勧めて

います。 

1月末で（未受診者

4,959 名 ） の う ち

3,068名を訪問し、順

調に受診者も増えて

いるところです。 

 

ジェネリック医薬品

の利用を継続的に進

めています。 

3月末で未受診者

5,305名のうち3,123

名を訪問した。その

結果、特定健診の受

診率が目標の40％に

近い数値が見込まれ

る。 

 

 

 

 

 

ジェネリック医薬品

の利用推進の結果、

平成26年度末の効果

が約31,200千円/年

に対し平成27年度末

では約38,400千円/

年であった。 

3 

人権啓発の推進

と 

貸付金の検証 

男女共同参画、ハンセン病問題

等、各種人権啓発活動を進めてい

きます。 

貸付金(住宅・宅地・生業資金)に

かかる未納者等の生活状況・財産

状況について、再度、実態把握を

行い、個々の状況に応じた検証を

弁護士等の助言を受けながら進

めていきます。 

○市によるパネル展示会等

の啓発活動を行います。 

 

○実態調査を実施し、整理

等につながるよう検証を

進めていきます。 

男女共同参画、ハン

セン病問題につい

て、市役所等でパネ

ル展示を実施しまし

た。12月の人権週間

に、市内３か所での

パネル展を予定して

います。 

住宅新築資金等貸付

金の書類整備・調査

を実施しました。 

生業資金貸付金につ

いて、債権の整理を

実施しました。 

住宅新築資金等貸付

金について、調査等

が完了したものか

ら、必要な手続きを

進めています。 

生業資金貸付金につ

いて、債権の整理を

継続していきます。 

住宅新築資金等貸付

金については督促状

（催告書）を滞納者

65 人のうち 29 人に

送付し納付相談等を

実施した。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

4 

税の公平・公正を

より一層推進す

る 

分かりやすい税務広報に努めま

す。 

 

 

 

住民税等の賦課チェック・調査の

推進、税務署との連携強化を図る

とともに、未申告者に対して申告

を勧めます。 

 

 

新増築家屋調査、土地現況確認調

査、償却資産調査等の推進を図り

ます。 

 

業務マニュアルを見直します。 

○適正課税に向け、申告漏

れ者へ申告慫慂通知を行

います。 

 

 

〇市県民税については、平

成28年6月に県内全体の

事業者が特別徴収となる

ことにあわせ、特別徴収

の推進を徹底していきま

す。 

〇平成26年度に行った調査

データをもとに固定資産

税課税台帳との確認調査

を行います。 

〇業務マニュアルの見直し

と効率化を図ります。 

〇扶養否認等を行う

ことにより555件

6,116,400円を課

税。国保申告慫慂

は1,109件です。 

〇次年度特徴事業予

定事業所に対し

て、県下全市町村

名で9月中旬に発

送しました。 

 

〇全棟調査4,300件

中、3,122件処理済

みとなっていま

す。 

〇市県民税第2期処

理マニュアルを改

訂しました。 

〇扶養否認等により

新たに105件925,600

円を課税。 

 

 

〇次年度特徴予定事

業所4,764社に総括

表等（普通徴収切替

理由書）を発送し、

特別徴収の推進を徹

底しました。 

〇課税台帳との確認

調査は全て終了しま

した。 

 

〇督促状発送の流れ

を網羅したマニュア

ルを改訂しました。 

 

〇所得申告漏れ等に

よ り 新 た に 30 件

1,299,700円を課税

しました。 

 

○次年度特徴事業者

に対してQ＆A、電話

相談を受け付ける仕

組みを県内で統一し

ました。 

 

 

 

 

 

○国民健康保険税の

過年度課税の手順書

を作成しました。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

5 

税等の収納率の

向上 

滞納者の生活実態や財産状況に

より、滞納整理の取組を進めま

す。 

 一般税(現年分)収納率の実績  

 平成23年度 98.06% 

平成24年度 98.38% 

平成25年度 98.55% 

平成27年2月末現在87.22% 

○平成26年度最終収納率

(平成27年6月に確定)を

上回る収納率を確保し、

更に高い率を実現するこ

とを目指します。 

○９月末現在収納率 

一般税 

現年 64.99% 

（前年比+0.45％） 

滞繰 23.02% 

  （前年比+10.02％） 

国保税 

現年 33.31% 

（前年比+0.41％） 

滞繰 24.07% 

（前年比+10.14％） 

※前年同月比で上回

っている 

○１月末現在収納率 

一般税 

現年 84.48% 

（前年比+0.55％） 

滞繰 34.43% 

（前年比+10.56％） 

国保税 

現年 75.86% 

（前年比+1.17％） 

滞繰 35.25% 

  （前年比+9.36％） 

※前年同月比で上回

っている 

○3月末現在収納率 

一般税 

現年 97.64% 

（前年比+1.00％） 

滞繰 39.87% 

（前年比+8.98％） 

国保税 

現年 95.47% 

（前年比+0.94％） 

滞繰 40.37% 

  （前年比+6.68％） 

※前年同月比で上回

っている 

滞納処分等に係る

件数は、捜索件数 

31 件 、 差 押 件 数 

1,013 件であった。 

県内初の合同公売

会を開催し、落札件

数は 40 件、落札金額

は 108,683 円であっ

た。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

6 

可燃ごみの減量

施策の推進 

平成 27 年度から古布の定期回収

を始めるとともに、古紙、その他

プラスチック・ペットボトルの回

収を積極的に推進し、燃やすごみ

の減量を図ります。 

また、事業系ごみの減量の啓発に

努めます。 

○平成 27年度目標  

    30％減量の実現 

 

ごみ減量率の実績  

年度 全体 
家庭系 

可燃ごみ 

22 年度 6.5％ 5.4％ 

23 年度 4.0％ 4.2％ 

24 年度 8.4％ 6.9％ 

25 年度 10.7％ 9.2％ 

26 年度 13.8％ 14.6％ 
 

○可燃ごみ減量率の

推移 

4 月末 12.8％ 

5 月末 14.6％ 

6 月末 13.2％ 

7 月末 11.3％ 

8 月末 11.3％ 

9 月末 11.7％ 

 

 

 

 

 

 

○事業系ごみの減量 

 9 月末現在、昨年

同期と比較して約

38.0t（2.7％）の減 

○古布の回収量 

9 月 末 現 在 約

16.3t 回収 

○可燃ごみ減量率の

推移 

4 月末 12.8％ 

5 月末 14.6％ 

6 月末 13.2％ 

7 月末 11.3％ 

8 月末 11.3％ 

9 月末 11.7％ 

10 月末 12.5％ 

11 月末 12.9％ 

12 月末 12.8％ 

1 月末 13.7％ 

 

 

○事業系ごみの減量 

 1 月末現在、昨年

同期と比較して約

138.0t（5.9％）の減 

○古布の回収量 

1 月 末 現 在 約

23.8t 回収 

○可燃ごみ減量率の

推移 

4 月末 12.8％ 

5 月末 14.6％ 

6 月末 13.2％ 

7 月末 11.3％ 

8 月末 11.3％ 

9 月末 11.7％ 

10 月末 12.5％ 

11 月末 12.9％ 

12 月末 12.8％ 

1 月末 13.7％ 

2 月末 14.2％ 

3 月末 14.6％ 

○事業系ごみの減量 

 昨年同期と比較し

て約 154.4t（5.6％）

の減 

○古布の回収量 

約 28.2t 回収 

7 

新火葬場の整備 岡山市との広域整備について、具

体的に協議します。 

また、建設候補地を決定し、建設

用地を買収するとともに、平成 31

年度の完成に向けて諸準備を進

めます。 

○新火葬場整備方針の策定 

○新火葬場建設用地の買収 

○岡山市と広域整備

について協議中 

○5、6月に新火葬場

建設候補地の関係

役員と協議 

○新火葬場整備基本

計画策定に向けて

委託業務の発注準

備中 

○岡山市と広域整備

について協議中 

○1 月に新火葬場建

設候補地の関係役

員と協議 

○新火葬場整備基本

計画策定業務を発

注 

○岡山市と広域整備

について協議中 

○2 月に新火葬場建

設候補地の関係住

民説明会を実施 

○新火葬場整備基本

計画を策定中 

 



1 

 

平成２７年度 保健福祉部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

保健福祉部長 

谷本 憲子 

●使命 

保健福祉部は、乳幼児から高齢者、障害者の方々等が、住み慣れた地

域で、笑顔で暮らすことができるように、健康づくりの推進、各種福祉・

介護サービスの充実を図るとともに、専門職の連携を深め、共に支えあ

う地域づくりを大切にした保健福祉行政を推進します。 

●基本方針 

①障がい者や生活困窮者が自立し活躍できるよう、相談体制を強化する

とともに、就労支援を推進します。 

②子どもたちが健やかに成長できるよう、子育て環境を一層充実すると

ともに、孤立する家庭への支援体制を強化します。 

③市民が自分らしい豊かな人生を送ることができるよう、地域ぐるみで

心と体の健康づくりを推進します。 

④高齢者が安心して元気に生活できるよう、新たな介護保険制度の体制

を構築します。 

⑤誰もが安心して暮らせるまちを目指して、地域包括ケアシステムの充

実に努めます。 

所 管 課 

福祉課・子育て支援課・ 

健康づくり推進課・いきいき長寿課・ 

トータルサポートセンター準備室 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

１０１人 １３４人 ２３５人 

一般会計 ４，２４１，１３３ 
千円 

特別会計 ４，１５６，４５５ 
千円 

計 ８，３９７，５８８ 
千円 

（うち人件費） （  ７２６，９８１  千円） 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

生活困窮者自立

支援事業の支援

及び実施 

自立相談支援事業及び家計相

談支援事業を、委託先の社会

福祉協議会と連携し運営を支

援するとともに、住居確保給

付金の支給を実施します。 

対象者数等の実態を把握し、

生活相談支援センターの利用

促進や運営支援をします。 

 

 

・庁内関係課との連絡会議 

2回 

・福祉課生活相談支援センタ

ーとの会議       6回 

 

実相談件数 

   36件 205回 

終結件数  7件 

   

 

庁内連絡会議 1回 

 

福祉課・生活相談支

援ｾﾝﾀｰ連絡会2回 

 

支援調整会議 1回 

就労支援連絡会 

       2回 

実相談件数 

  81件 1,674回 

終結件数  36件 

 

 

庁内連絡会議 1回 

 

福祉課・生活相談支

援ｾﾝﾀｰ連絡会 4回 

 

支援調整会議 2回 

就労支援連絡会 

       2回 

実相談件数 

  94件 2,123回 

終結件数  44件 

就労者数  12名 

 

庁内連絡会議 1回 

 

福祉課・生活相談支

援ｾﾝﾀｰ連絡会5回 

 

支援調整会議 3回 

就労支援連絡会 

       2 回 

2 

ジョブスポット

せとうちでの就

労支援事業の充

実等 

生活保護受給者等（生活困窮

者含む）、障がい者、再就職

を希望する子育て女性等に対

して、個人ごとの生活環境、

職業能力等を勘案した寄り添

い型の綿密な支援を行いま

す。 

 

 

支援対象者の利用を促進し就

職促進を図るため、出前相談

等を実施します。 

支援対象者の目標就職者数：

生活保護受給者等 8人、障が

い者 15人、子育て女性等 

60人 

 

 

 

  

 

出張相談（各支所）や出前相

談(子育て支援センター等)に

出向き相談支援を行います。 

目標12回 

 就職説明会 年１回 

支援対象者就職者数 

・生活保護受給者 

    4名 

・生活困窮者等 

       4名 

・障がい者  8名 

・母子家庭等子育て 

女性    46名 

 

出前相談(子育て支

援ｾﾝﾀｰ等) 

5回 24名 

臨時就職相談会 

    2回 13名 

就職面接会 

    12月予定 

支援対象者就職者数 

・生活保護受給者 

    4名 

・生活困窮者等 

       6名 

・障がい者  15名 

・母子家庭等子育て 

女性    59名 

 

出前相談(子育て支

援ｾﾝﾀｰ等) 

9回 50名 

臨時就職相談会 

    2回 13名 

就職面接会 

    1回 15名 

支援対象者就職者数 

・生活保護受給者 

    4名 

・生活困窮者等 

       7名 

・障がい者  20名 

・母子家庭等子育て 

女性    65名 

 

出前相談(子育て支

援ｾﾝﾀｰ等) 

13回 74名 

臨時就職相談会 

    2回 13名 

就職面接会 

    1 回 15 名 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

3 

子育て環境の充

実 

Ｈ26作成した「子ども・子育

て支援計画」に基づく、保育

園再編計画の準備を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放課後児童クラブ条例に対応

した、施設整備計画・市ガイ

ドライン作成の準備を行いま

す。 

 

 

 

特別保育施設整備に向けた準

備を行います。 

 

 

 

 

 

 

子育ての孤立化や児童虐待

を予防するため、乳児全数訪

問、関係機関との情報共有会

議を実施し、安心して子育て

できる環境づくりに努めま

す。 

保育園の民営化ガイドライン

を7月までに作成し、民営化対

象園の公表を来年度の募集月

までに行います。 

保育料改定に向けての準備

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

放課後児童クラブについて静

養室施設整備に向けて詳細計

画の作成を行う。及び保護者会

運営方式のクラブ運営につい

て市との役割分担等の市ガイ

ドラインの作成を行います。 

 

土地建物の取得契約を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

乳児全数訪問対象者 

約 220名 

警察・児童相談所、教委等と

の情報共有のための会議を毎

月1回以上開催します。 

保育園民営化ガイド

ラインは、5月末に作

成し、ホームページ

で公表済み。対象園

選定は作業中です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

静養室施設整備は、

設計業務の11月入札

に向け準備中。   

放課後ガイドライン

作成に向け部会で協

議中です。 

 

 ＪＡ岡山と譲渡金

額等の調整はほぼ終

了し、現在ＪＡ側の 

テナント等交渉の推

移を見守っている状

態です。 

 

 

乳児全数訪問、虐待

関係情報共有会議は

予定どおり実施中で

す。 

保育園民営化ガイド

ラインは予定どおり5

月に完成公表済み。対

象園選定は10月末に

邑久保育園を候補園

とする方針に決定済

み。議会への説明及び

譲渡条件について不

十分とのことで、細部

について検討中。民営

化予定時期について

も再検討中。 

 

放課後児童クラブ静

養室設計、放課後ガイ

ドラインについては

予定どおり進行中。 

 

 

 

ＪＡ土地取得のため

の税務署との協議完

了。引き続きＪＡのテ

ナント等交渉につい

て見守っている状況。

予算繰り越しも視野

に入れている状況で

す。 

乳児全戸訪問、虐待関

係会議については、予

定通り進行中。 

議会や関係団体等へ

の説明を引き続き行

っています。 

民営化の予定時期に

ついては、状況を見な

がら、適時発表する予

定です。 

 

 

 

 

 

 

放課後児童クラブガ

イドラインは引き続

き作成協議を行いま

す。 

静養室の設計は完成

しました。来年度設置

を行います。 

ＪＡのテナント交渉

の都合により、契約が

翌年度になりました。

予算を繰り越して実

施します。 

 

 

 

乳児全戸訪問、虐待関

係会議については予

定通り実施済み。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

4 

 

働き盛りの心と

体の健康づくり

の推進等 

 

働き盛りの年齢の方が受診し

やすいよう、各種がん検診を

日曜日や夕方に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

こころの健康相談、こころの

健康に関する普及啓発を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胃、大腸、肺、子宮、乳がん

の各がん検診受診率の目標

値：前年度比 1％の増 

 

 

 

 

 

 

 

 

こころの健康相談を12回開催

します。 

 

 

民生委員、愛育・栄養委員等

への自殺防止の普及啓発を行

います。保健師によるゲート

キーパー講話 5回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大腸がん検診は前年

比376人増で目標達

成（推計2.7％増）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

こころの健康相談 

実7人延12人利用 

 

 

9月に心の健康だよ

りを発行し、愛育委

員による全戸回覧を

実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日曜、夕方の検診を

実施 

各がん検診受診率 

（推計）対前年比 

・胃がん  +0.8％ 

・大腸がん +2.71％ 

・肺がん  -0.14％ 

・子宮頸がん-0.25％ 

・乳がん  -0.18％ 

 

 

こころの健康相談 

実12人延22人利用 

 

 

9月から隔月で心の

健康だよりを発行

し、愛育委員による

全戸回覧を実施しま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大腸がん検診受診率

は、休日検診新設、個

別受診勧奨強化を図

り、前年比2.71％増

（推計）となりまし

た。 

その他のがん検診受

診率は、受診勧奨強化

しましたが、目標を下

回り（推計）ました。 

 

こころの健康相談 

実 14 人延 26 人の

利用がありました。 

 

9月より全戸回覧用

に心の健康だよりを

隔月発行し、各 18 地

区愛育委員会におい

て、保健師による自殺

防止等心の健康に関

する講話を実施しま

した。  延 1,238 人 

民生児童委員対象に

ひきこもり支援研修

会を開催し、グループ

ワークに保健師も参

加し民生委員と交流

しました。 実 57 人な

お、保健師によるゲー

トキーパー講話につ

いては、計画変更し、

前述の 2 事業に代え

ました。 
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働き盛りの方に生活習慣病予

防の普及啓発を行うために、

栄養改善や運動習慣を付ける

教室等を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ヘルスだより」を使った生活

習慣病予防の講話を、愛育委員

会、地域サロン活動、学校等で

行い、運動・休養・食事・禁煙

などの大切さを普及啓発しま

す。目標＝50回 

 

 

 

 

 

 

運動習慣を付けてもらうため

の運動教室を開催します。開催

回数 年6回（延180人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知識と運動の両立を図るヘル

スアップ教室（14回シリーズ）

を開催します。定員20名 

 

 

 

 

 

 

愛育委員会対象 

53回開催延900人 

地域サロン対象 

3回開催延57人 

幼・保・学校対象 

8回開催延569人 

 

 

 

 

 

 

愛育委員対象に 

33プログラム実施 

 1回開催実49人 

 

 

 

 

ワクワク運動ひろば 

3回開催延145人 

 

 

 

 

 

 

ヘルスアップ教室は 

9月に開始 

１回開催20人 

 

 

 

 

 

 

愛育委員対象 

87回開催延1,414人 

地域サロン対象 

6回開催延96人 

幼・保・学校対象 

14回開催延893人 

 

 

 

 

 

 

愛育委員対象に 

33プログラム実施 

3回実49人延147人 

 

 

 

 

ワクワク運動ひろば 

5回開催延248人 

 

 

 

 

 

 

ヘルスアップ教室は 

9回開催延180人 

 

 

 

 

 

 

 

生活習慣病予防の講

話を年間計 128 回開

催しました。 

（内訳） 

愛育委員対象 

105回開催 

延1,729人 

地域サロン対象 

7回開催延113人 

幼・保・学校対象 

16回開催 延1,023人 

 

愛育委員対象に33プ

ログラムを実施し、

実49人延147人が参加

し、終了時ほぼ100％

の方が定期運動継続

できていました。 

 

運動教室を年6回開催

し延294人の参加があ

り、参加開始時、終

了時、いずれも、参

加者の9割以上の方が

日常的に運動を心掛

けていました。 

 

ヘルスアップ教室を

13 回開催実 24 人延

243 人参加し、参加者

の半数が体重・腹囲の

値が減少し、殆どの参

加者が柔軟性・敏捷性

等の改善がみられま

した。 
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栄養委員の研修会を開催し、

食生活の改善のための講話と

調理実習を行います。 

 

 

 

 

 

 

市民の健康意識向上と健康志

向な人の流入のために、地場

野菜を使ったヘルシーメニュ

ーを市内飲食店や宿泊施設等

が気軽に取り入れやすい体制

を整える。 

研修会目標50会場 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘルシーメニュー提供の市内

飲食店や宿泊施設 

10店舗以上 

栄養委員研修会  

 21回開催延529人 

  

 

 

 

 

 

 

市内飲食店（宿泊施

設含む）対象に、地産

地消ヘルシーメニュ

ー募集を実施しまし

た。 

栄養委員研修会  

 43回開催延895人 

 

 

 

 

 

 

 

応募は６店舗7メニ

ュー。審査委員会で

審査し「地産地消メ

ニュー」と認定しま

した。 

ベジもっとフェス

タ、市ＨＰ、ＤＭ配布

とＰＲを開始しまし

た。 

 

栄養委員研修会を 

53 回開催し、延 1,076

人の参加があり、地域

の食生活講座や地域

住民への一口運動、街

頭食生活フェアを通

じて、延 7,381 人への

普及を行いました。 

 

応募のあった６店舗7

メニューを地産地消

メニューとして認定

しました。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

5 

高齢者福祉の推進 

 

 

認知症施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合事業(要支援者等を地域で

支える仕組みづくり)の実施に

向けた体制づくりに取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険制度改正の周知に努

めます。 

 

 

 

 

 

 

認知症高齢者見守りネットワー

クの中心となる体制を年度前半

で構築します。 

今後は関係機関に協力を依頼

し、見守り体制の強化を図りま

す。 

サポーター養成講座 4回 

認知症対応研修 6回 

従事者研修 1回 

 

要支援者の通所介護・訪問介護

に代わる介護予防・日常生活支

援総合事業の体制整備を図るた

め研究会を立ち上げ、関係機関

で情報を共有し、総合事業の支

援内容、取組み方法等を検討し

ます。 

地域包括支援センターと定期的

な勉強会をもち、総合事業の推

進に向け、情報の共有を図りま

す。 

 勉強会（６回／年） 

 

 

 

 

 

広報紙やホームページ、地域包

括支援センターと協力し、広く

介護保険制度改正の周知を行い

ます。 

負担割合証や限度額認定証の適

正な発行を行います。 

 

 

ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座 

   8回 132人 

認知症対応研修 

   3回 114人 

従事者研修は10月29

日に実施予定 

見守りﾈｯﾄﾜｰｸについ

て、要綱策定中 

 

 

「総合事業への移行

に向けた研究会」を立

ち上げ、６月・８月に

会議を持ち、方向性等

の検討を行っていま

す。 

 

地域包括支援センタ

ーと総合事業の推進

に向けた検討会実施

しています。 

（月１回） 

 

 

 

 

 

広報６月号で２ペー

ジにわたり制度改正

の周知しました。 

ＨＰも新様式をＵＰ

しました。 

 

 

 

ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座 

    24回 361人 

認知症対応研修 

本年度分は9月終了 

従事者研修  69人 

見守りﾈｯﾄﾜｰｸ要綱策

定。関係機関への周知

を図る。 

 

 

総合事業への移行に

向けた研究会や、介護

事業所との連絡会を

持ち、社会資源の整理

や通所介護・訪問介護

の方向性の検討を行

いました。 

地域包括支援センタ

ーと総合事業の移行

に向け、支援方法等検

討しています。（1回／

月） 

 

 

 

 

 

引き続き、ＨＰで周知

中です。 

 

 

 

 

 

 

ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座 

   26 回 399 人 

認知症対応研修 

3回 114人 

従事者研修 

1 回 69 人 

見守りﾈｯﾄﾜｰｸの運用

を 1回実施。引き続き

周知を図ります。 

 

総合事業への移行に

向けた研究会を４回

実施しました。次年度

の協議体やコーディ

ネータ設置に向けた

準備を行っています。 

 

介護事業所のヒアリ

ング結果を元にサー

ビスの内容を検討し

ていきます。 

地域包括支援センタ

ーと総合事業の移行

に向け、支援方法等検

討しました。（1 回／

月） 

 

引き続き、ＨＰで周知

中です。 
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介護サービス介護給付の適正

化を推進します。 

 

 

 

 

 

介護保険制度改正の周知に努

めます。 

 

 

 

  

 

介護サービス介護給付の適正

化を推進します。 

 

事業者指導の推進をします。 

事業者指導回数  ７回 

 認定調査員の調査の標準化及 

び質の向上・安定化を目指しま

す。 

岡山県実施の研修を受講しま

す。 

広報紙やホームページ、地域包

括支援センターと協力し、広く

介護保険制度改正の周知を行い

ます。 

負担割合証や限度額認定証の適

正な発行を行います。 

 

事業者指導の推進をします。 

事業者指導回数  ７回 

 

認定調査員の調査の標準化及び

質の向上・安定化を目指します。 

岡山県実施の研修を受講しま

す。 

事業者指導は現在準

備中です。 

認定調査員現認研修 

を12月に受講予定で

す。 

 

 

広報６月号で２ペー

ジにわたり制度改正

の周知しました。 

ＨＰも新様式をＵＰ

しました。 

 

 

事業者指導は現在準

備中です。 

 

認定調査員現認研修

を12月に受講予定で

す。 

 

 

２月に９事業所の実

地指導予定で、事前提

出資料の確認中です。 

認定調査員現認研修

を12月に13人受講し

ました。 

 

引き続き、ＨＰで周知

中です。 

 

 

 

 

 

２月に９事業所の実

地指導予定で、事前提

出資料の確認中です。 

認定調査員現認研修

を12月に13人受講し

ました。 

事業者指導回数 

9 回 

目標に対しての達成 

状況を調査員研修を

13人受講し、効率的な

調査を実施していま

す。 

引き続き、ＨＰで周知

中です。 

 

 

 

 

 

事業者指導回数 

9 回 

 

調査員研修を 13 人受

講し、効率的な調査を

実施しています。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

6 

保健、福祉、医療

連携の推進 

できる限り住み慣れた自宅や

地域で暮らし続けながら、必要

に応じて医療や介護サービス

を受けられるような、地域ネッ

トワークを構築し強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステムを一般

市民に周知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域包括ケア実行計画」を各

課、関係機関と調整しながら策

定します。 

 

 

 

 

 

 

市内の医療・福祉・介護関係機

関が連携を深められるよう、多

数の関係機関が参加できる専門

職研修会等を実施します。 

１研修会あたり、施設の参加

割合の目標値50％（現状約

36％）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

一般市民向け在宅医療連携普及

講演会、研修会を開催します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア実行計画を策定し

進捗管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

多職種連携研修会で

は高次脳機能障害に

ついて、医師会と共催

の研修では、緩和ケ

ア、呼吸器疾患につい

て実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11月21日、在宅医療普

及講演会は、野の花診

療所長徳永進先生を

予定しています。 

 

 

 

 

 

 

5月21日、9月8日の協

議会で進捗状況の確

認等、協議しました。 

 

 

 

 

 

 

医療・福祉・介護従事者

を対象に研修会等を実

施しました。 

在宅医療多職種連携研

修会    4回 

地域包括ケア推進全体

研修会    1回 

ケア・カフェせとうち   

3回  

 

 

 

 

 

 

 

市民への啓発として、5

月に愛育委員栄養委員

会合同研修会と在宅医

療介護推進フォーラ

ム、11月に在宅医療普

及講演会、11月から民

生委員会地区定例会に

出向きミニ講座を開催

しています。 

 

策定した実行計画に基

づき、協議会、医師会、

高齢者入所施設長意見

交換会、医療連携会議

において、進捗状況を

確認し、推進していま

す。 

 

 

多職種協働により連携強

化、質の高い支援が提供

可能となるよう地域課題

に応じた研修会等を実施

しましたが目標値には至

らず未達成でした。 

・在宅医療多職種連携研

修会 4回、参加率 33.6％、

延 397 人  

・地域包括ケア推進全体

研修会 1 回、参加率

27.2％、118 人 

・ケア･カフェせとうち 

3 回、参加率 26.8％、延

230 人 

 

一般市民への啓発を目標

に各種研修会、フォーラ

ム、講演会、民生委員児童

委員協議会地区定例会

で、地域包括支援センタ

ーとの協働によるミニ講

座開催等により概ね目標

達成ができました。開催

回数 10 会場、延 921 人 

 

実行計画を基に、関係機

関・部署による医療連携

会議を開催し、進捗管理

の取組状況の確認により

目標を達成しました。意

見交換会、連携会議開催 6

回。 
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H28年度完成予定の新病院内に

設置されるトータルサポート

センターの運営体制を整備し

ます。 

 

新病院内に設置されるトータル

サポートセンターの機能、運営

体制を調整整備します。 

 

H28当初予算策定のた

め、システム関係の調

整や、新体制について

協議しました。 

 

市民病院と医療連携会

議を毎月定例で開催

し、当初予算や運営体

制等について情報交換

を行っています。 

入退院支援等の在宅医

療、福祉連携の課題抽出

や解決策、事業企画の検

討、関係機関連携相談等

を行い概ね目標達成しま

した。 

連携会議開催 35 回 

総合相談件数 104 件 
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平成２７年度 産業建設部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

産業建設部長 

森 謙治 

●使命 

 私たち産業建設部は、錦海塩田跡地活用事業を推進するとともに市民

が安心して暮らすことができるよう、インフラの整備やブランドの推

進、産業の活性化を積極的に進めます。 

●基本方針 

①河川、高潮、住宅の耐震化等の防災対策事業を計画的に実施します。

②生活道路等の年次的な整備を促進します。③地域産業の活性化支援、

企業誘致を促進します。④地域特産品の開発及びブランド化、農林水産

業の基盤整備を推進します。 

⑤堤防、排水ポンプ等公共施設の管理責任を果たすとともに、安全で円

滑な事業実施を図ります。 

所 管 課 
建設課・産業振興課・錦海プロジェクト推

進課 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

３１人 ８人 ３９人 

一般会計 ２，６３９，０５６ 
千円 

特別会計 ４１１，９３９ 
千円 

計 ３，０５０，９９５ 
千円 

（うち人件費） （２７６，８０１ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

道路施設及び住宅

の老朽化対策の推

進 

道路管理者として、道路を常時良

好な状態に保つように維持、修繕

することが法令化されたことを受

け、5年に1回、橋梁点検を実施し

健全性の診断を行い、適正な管理

を進めます。 

また、住宅についても、住宅耐震

診断・補強計画、耐震工事を県キ

ャラバン隊による広報活動、並び

に広報誌による周知により事業推

進し、災害の未然防止や被害の軽

減を図ります。 

市道の橋梁583橋のうち、100

橋について法令点検を実施

します。 

 

住宅の耐震診断、補強計画、

補強工事に対する補助金を

交付します。 

（木造住宅） 

耐震診断22件 

補強計画22件 

補強工事5件 

12橋は点検済み。 

88橋は9月発注済み。 

 

 

 

 

 

 

診断6件交付決定済

み。診断1件交付済

み。 

計画1件交付決定済

み。 

12橋は点検済み。 

変更により89橋は点

検中。 

 

 

 

 

 

診断9件交付決定済

み。診断7件交付済

み。 

計画1件交付済み。 

本年度の目標数 100

橋に対し 100 橋点検

済み。 

 

 

 

 

 

診断 9 件交付決定済

み。 

診断 9件交付済み。 

計画 1件交付済み。 



2 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

生活道路等の整備 地域の活動や市民の生活に最も密

着する生活道路の維持補修や改修

整備などを促進し、安全安心な地

域づくりを推進していきます。ま

た、まちづくりに必要な道路の整

備を進めます。 

 

市道道路改良工事では、舗

装、修繕を含め20路線を実施

します。 

 

 

生活道路維持補修等では、要

望書に基づいた迅速な対応

と、要望に対する実施率60％

以上を目指します。 

 

 

豆田工業団地線の早期着手

を目指します。 

 

改良6件維持6件舗装

3件発注済み。 

改良6件維持3件舗装

2件しゅん工済み。 

 

要望に対し60％以上

対応済み。 

 

 

 

 

一部地権者の用地補

償交渉を推し進めて

いるが、相続問題で

足踏みをしている状

態。 

改良11件維持12件舗

装7件発注済み。 

改良8件維持10件舗

装5件しゅん工済み。 

 

要望に対し60％以上

対応済み。 

 

 

 

 

一部地権者の用地補

償交渉を推し進めて

いるが、相続問題で

足踏みをしている状

態。 

改良 10 件維持 15 件

舗装 8 件しゅん工済

み。 

 

 

要望に対し60％以上

対応済み。 

 

 

 

 

一部地権者の用地補

償交渉を推し進めて

いるが、相続問題で

足踏みをしている状

態。 

3 

企業誘致の促進 地域活性化策として、工業団地の

整備及び優良企業誘致活動を推進

します。 

 

開発面積の７割に相当する

4.7ｈａの造成工事の完成。 

 

約3ｈａの造成工事

が完了。 

約4ｈａの造成工事

が完了。 

約 4ｈａの造成工事

が完了。 

岡山県等関係事業所との連

携により、情報収集５社程度

及びセールスの実施。 

 

おかやま企業立地セ

ミナー（東京会場） 

に参加し、セールス

を実施。また、瀬戸

内市内に事業所があ

る企業１社を訪問

し、情報収集を実施。 

おかやま企業立地セ

ミナー（大阪会場） 

に参加し、セールス

を実施。また、瀬戸

内市内に事業所があ

る企業１社を訪問

し、情報収集を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

各種の企業から問い

合わせあり。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

4 

商工業等の活性化 地元消費の拡大及び地域経済の活

性化を図ります。 

また、創業者等に対する支援を強

化します。 

プレミアム付き商品券の完

売及び利用期間内の全額消

費。（経済効果等の数値化） 

商品券は、8月に完

売。使用率は、約

70％。 

 

商 品 券 使 用 率

99.7 ％ 。 （ 総 額

370,840千円） 

商 品 券 使 用 率

99.7 ％ 。 （ 総 額

370,857千円） 

創業支援事業計画に基づき、

瀬戸内市商工会、岡山県産業

振興財団、金融機関との連携

による創業支援件数１４９

件、創業件数１８件。 

（各連携機関合計数値） 

 

6月に金融機関との

創業支援会議を開

催。 

8月に創業塾業務委

託契約を締結。 

1月から創業塾を開

催（全5回）。参加者

3名。 

1月から創業塾を開

催（全5回）。参加者

3名。 

利子補給制度等の適正な執

行による中小企業の支援。 

 

小口融資資金4件、中

小企業活性化資金17

件の利子補給を適正

に実施。 

小口融資資金4件、中

小企業活性化資金19

件の利子補給を適正

に実施。 

小口融資資金4件、ま

た企業活性化資金34

件（うち新規19件）

及び小規模事業者経

営改善資金17件に対

する利子補給を適正

に実施。 

 
  学校給食や市内飲食施設等 

における地元農林水産物の

消費量増加等を通じたヘル

シータウンの形成。 

 

補助事業実施者を公

募し、備前福岡の市

圏地産地消推進協議

会を採択。9月に交付

決定済み。 

11月及び1月に地元

農産物を学校給食に

供給するための体制

整備に係る実証試験

を実施。 

11月及び1月に実施

した実証試験結果の

評価に基づき、今後

の実施方針について

検討を行った。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

5 

観光対策等の強化 

 

 

 

 

観光施策と一体となった地域ブラ

ンド化を推進します。 

 

 

 

 

地域ブランド商品の対象品

目２品目の開発及び販路拡

大のための商談件数10件。 

 

２品の新商品を開発

中。販路拡大の商談

は補助申請４件中１

件実施済（募集中）。 

補助事業者の都合に

より新商品の開発は

中止。販路拡大の商

談は５件実施済。 

補助事業者の都合に

より商品開発は中

止。販路拡大の商談

は４社が８件実施。

地方創生事業で９品

目を磨き上げた。 

 

デスティネーションキャン

ペーンに向けて観光客の受

入体制整備の推進及び大都

市圏における誘客活動の実

施。 

市内でのＤＣ関係イ

ベントについて関係

者と調整中。東京（９

月）・大阪（７月）

で誘客活動を実施。 

実施イベント５件を

選定済。２月に観光

ＰＲ大使の委嘱を行

った。東京・大阪で

誘客活動を実施。 

芸人等４名へ観光Ｐ

Ｒ大使を委嘱。ＤＣ

用ガイドブック等Ｐ

Ｒ資材を作成・配布。

東京・大阪・福岡等

で誘客活動を実施。 

 

  観光関係施設30箇所への

Wi-Fi設置の支援。 

 

設置補助に関する要

綱を策定済。通信事

業者と１０月末に協

定を締結後、参加事

業者を募集予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通信事業者と１０月

末に協定を締結後、

設置事業者を募集中

で、現在２０件の申

請を受付済。 

通信事業者と連携

し、市内に２５箇所

の Wi-Fi スポットを

整備。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

6 

農業をはじめとし

た地域産業の活性

化 

市内の耕作放棄地を復旧するとと

もに、新規就農者の確保とその支

援を行います。 

また、近年被害が増加している鳥

獣被害の防止を図るための対策を

強化します。 

国庫事業等を活用し、耕作放

棄地の年間活用面積を５ha

増加。 

 

耕作放棄地再生利用

緊急対策交付金を活

用し、1.5haの耕作放

棄地の再生作業を実

施中。 

耕作放棄地再生利用

緊急対策交付金を活

用し、1.6haの耕作放

棄地の再生作業を完

了又は実施中。 

耕作放棄地再生利用

緊急対策交付金を活

用し、2.1haの耕作放

棄地の再生作業を完

了。 

裳掛地区コミュニテ

ィ協議会において、

人を呼び込む耕作放

棄地の活用推進事業

により約3haの復旧

計画を検討中。 

裳掛地区コミュニテ

ィ協議会において、

人を呼び込む耕作放

棄地の活用推進事業

により約3haの復旧

を開始。 

裳掛地区コミュニテ

ィ協議会において、

人を呼び込む耕作放

棄地の活用推進事業

により約3.8haの復

旧を完了。 

関係機関との連携による、技

術取得のための研修、就農後

の経営支援等の実施。 

 

農業実務研修生３名

（うち新規１名）及

び経営開始した研修

生６名（うち新規１

名）を受入。 

農業実務研修生３名

（うち新規１名）及

び経営開始した研修

生６名（うち新規１

名）を受入。 

農業実務研修生３名

（うち新規１名）及

び経営開始した研修

生６名（うち新規１

名）を受入。 

瀬戸内市鳥獣被害防止対策

協議会及び鳥獣被害対策実

施隊の設置。 

来年度当初の立ち上

げを目指し他市の事

例を研究中。 

来年度当初の立ち上

げを目指し他市の事

例を研究中。 

来年度当初の立ち上

げを目指し設置要綱

を作成。 



6 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

7 

錦海塩田跡地の適

正な維持管理及び

跡地活用事業の円

滑な推進 

跡地については、水質検査（地下

水、放流水）を継続的に実施して

状況を監視していきます。 

排水ポンプについては、適正な維

持管理を行い、降雨時には適切に

排水ポンプを稼動することで、周

辺地域の浸水を防止します。 

また、排水ポンプ場周辺の老朽施

設については、計画的に撤去し、

安全確保を図ります。 

事業者が施工する工事について、

現場へ立ち入り、安全管理、公害

対策などの調査を行い、不適合な

施工に対する措置命令などの監督

処分権限を有する県と連携して、

安全で円滑な実施を図ります。 

 

年間を通じて適正な維持管

理を実施し、災害等を未然に

防止します。 

水質等の検査結果について

は、引き続き、地元関係者へ

周知します。 

 

老朽施設については、計画的

に撤去します。 

 

年間を通じて、住民生活に影

響のないよう工事の安全性

を確保し、円滑な実施を図り

ます。 

 

 

 

 

排水ポンプを適切に

稼動し、災害等を未

然に防止。 

放流水の水質検査を

毎月実施。地下水の

検査を7月に1回実

施。結果については、

関係者に周知。 

老朽施設について

は、9月に旧錦海塩業

プレハブ事務所解体

撤去工事契約を締

結。また、跡地内に

放置されていたFRP

船2隻を処分。 

市民から要望のあっ

た道路補修や雑木の

伐採について、事業

者と調整し、速やか

に対応した。 

排水ポンプを適切に

稼動し、災害等を未

然に防止。 

放流水の水質検査を

毎月実施。地下水の

検査を7月と1月に実

施。結果については、

関係者に周知。 

オリーブ園にある老

朽化したハングライ

ダー滑走台を撤去。 

市民から要望のあっ

た跡地水路内の雑木

を伐採及び水路の補

修を実施。 

日常点検をはじめ年

間を通じた適正な維

持管理を実施し、排

水ポンプを適切に稼

動し、災害等を未然

に防止。 

跡地の水質について

は、検査の結果特に

問題はなく、検査結

果も地元関係者に周

知。 

旧錦海塩業プレハブ

事務所やハングライ

ダー滑走台の撤去な

ど、老朽化施設につ

いては計画的に撤

去。 

市民からの要望やク

レームに対して、事

業者と調整し、工事

の安全性を確保し、

事業を円滑に実施。 
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平成２７年度 消防本部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

消防長 

岡崎 政人 

●使命 

 私たち消防本部は、災害に強い安全安心なまちの実現をめざして、火

災救急をはじめ各種災害に迅速的確に対応し、被害の軽減並びに救命率

の向上を図り、防災力の高いまちとして市民が安心して暮らせるよう努

めます。 

●基本方針 
① 災害発生時には、消防力を最大限に発揮し迅速的確に行動し、被害
を最小限に止どめます。 

② 救急救命士の処置拡大に伴い、高度な救急活動の実施と市民による
応急手当により、救命率の向上を図ります。 

③ 救急事故（家庭内での事故）を未然に防止することで、市民の安全
が図れるよう予防救急の普及啓発を図ります。 

④ 事業所の防火・防災教育の充実及び震災時等における危険物の安全
対策を図ります。  

⑤ 大規模災害や有事の際における市民の安全を守るため、消防団員の
確保に努めます。 

所 管 課 
総務課 警防課 予防課 通信指令室 

消防署 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

６９人 人 ６９人 

一般会計 ６０８，９０４ 
千円 

特別会計  
千円 

計 ６０８，９０４ 
千円 

（うち人件費） （ ５１３，９５８ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

消防対応能力の向

上 

【警防課・通信指

令室・消防署】 

複雑多様化する災害に対して、被

害を最小限に止めるため、消防力

を最大限に発揮できるように現場

対応能力の向上に努めます。 

初動活動の成否により重大

な被害をもたらす恐れの高

い建築物や、消火・防除活動

に困難を極める施設におい

て、実践的な総合訓練を実施

します。 

 図上訓練年1回以上 

 想定訓練年3回以上 

 実動訓練年5回以上 

図上訓練 

・図上訓練11月実施で

計画中  

想定訓練 進捗率66％ 

・水難救助訓練 

・農機具等救助訓練 

実動訓練 進捗率40％ 

・ＯＧ技研合同訓練 

・総合防災訓練参加 

・中国四国ﾌﾞﾛｯｸ緊急消 

 防援助隊訓練参加予定 

・ﾎﾃﾙﾘﾏｰﾆ合同訓練計画中 

図上訓練 

・2月26日実施予定で 

ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ指揮訓練 

想定訓練 進捗率100％ 

・水難・農機具救出・ 

緊援隊装備訓練 

実動訓練 進捗率100％ 

・OG技研合同訓練 

・防災訓練 

・緊援隊合同訓練 

・ﾎﾃﾙﾘﾏｰﾆ合同訓練 

・文化財合同訓練 

・塩素漏洩合同訓練 

図上訓練達成100％ 

・2月26日ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ指揮

訓練実施済 

想定訓練 達成100％ 

・水難・農機具救出・ 

緊援隊装備訓練 

実動訓練 達成100％ 

・OG技研合同訓練 

・防災訓練 

・緊援隊合同訓練 

・ﾎﾃﾙﾘﾏｰﾆ合同訓練 

・文化財合同訓練 

・塩素漏洩合同訓練 

・大規模林野火災合同訓練 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

市民への応急手当

の普及啓発 

【警防課・消防署】 

救急車が到着するまでに応急手当

ができる市民を増やし救命率を向

上させるため、普通救命講習受講

の普及推進を図ります。 

普通救命講習受講者目標数 

年間400人（うち高校生40人） 

受講者 進捗率35％ 

・138人(中高生4人) 

受講者 進捗率54％ 

・214人(内中高生14

人) 

受講者 達成率88％ 

・352 人(内中高生 26

人) 

3 

予防救急の普及啓

発 

【警防課・消防署】 

家庭内や周辺で発生した事故の形

態や受傷状況を分析し、その結果

を市民に紹介し、家庭内事故を予

防し救急件数の減少を図ります。 

家庭内事故等で大多数を占

めているのが転倒・転落事故

であり、普段の生活の中で一

寸した注意や工夫で防げる

ものもあり、未然防止の普及

啓発活動に取り組みます。 

 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・広報紙掲載 

 救命講習・地区の防火指導 

時等に啓発活動 

目標啓発人員500人 

  家庭内事故の減少20％ 

一般負傷者搬送件数

（169件）に占める家庭

内事故は、60％（102

件）を占めており、現

在普及啓発活動を実施

し順調に進んでいる。 

・啓発人員1,073人 

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・広報紙

掲載済 

一般負傷者搬送件数

（228件）に占める家庭

内事故は、63％（145

件）を占めており、現

在普及啓発活動を実施

し順調に進んでいる。 

・啓発人員1,897人 

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・広報紙

掲載済 

一般負傷者搬送件数

（255件）に占める家庭

内事故は、58.4％（149

件）を占めており、現

在も普及啓発活動を継

続して実施し順調に進

んでいる。 

・啓発人員 2,125 人 

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・広報紙

掲載済 

目標啓発人員達成率

100％ 

家庭内事故 20 人増、

13.4％増 

4 

事業所の防火・防

災教育の充実 

 

 

 

 

 

震災時等における

危険物の安全対策 

 

【予防課】 

事業所での防火・防災教育実施の

ために、教育用ビデオテープ等の

概要をホームページに掲載する準

備を行います。 

 

 

 

震災時等における指定数量以上の

危険物の仮貯蔵・仮取扱いのため、

また事業所等における業務継続計

画に必要なため、消防庁のガイド

ラインに基づいて、フローチャー

ト及びマニュアルを策定します。 

ビデオテープ等の整理 

ビデオテープの内容を確認

して、概要の作成 

貸出し方法についての手

順書を作成し、ホームページ

へ掲載 

 

フローチャートの策定 

マニュアルの策定 

事業所等へ説明会の実施 

 

ビデオテープ等の整

理は終わり、内容確

認、概要作成につい

ては60％ 

全体で50％の進捗率 

 

 

フローチャート、マ

ニュアルについての

案を作成済 

全体で50％の進捗

率 

概要作成済 

貸出し方法について

の手順書を作成中。2

月中にホームページ

へ掲載予定。 

 進捗率80％ 

 

フローチャート、マ

ニュアル策定済。 

 Ｈ.28.1.1施行。 

 説明会を2.10実施

予定。 

 進捗率90％ 

 教育用ビデオテー

プ等の概要及び貸出

し方法の手順書を 2

月 26 日にホームペ

ージへ掲載し貸出し

開始 

 進捗率 100% 

フローチャート、マ

ニュアル策定済。 

 Ｈ.28.1.1施行。 

 説明会を 2.10 実

施済  

 進捗率 100% 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

5 

消防団の活動能

力・各種指導能力

の向上 

 

 

 

 

消防団員の確保 

 

【総務課】 

大災害や有事の際の活動、また、

自治会や自主防災組織への指導能

力の向上のため、消防学校で実施

している教育課程に派遣するとと

もに、外部講師による研修会を実

施します。 

 

消防団員の果たす役割は大きくな

っていますが、団員数は年々減少

し、また、平均年齢も上昇してい

ます。若い力を消防団活動で発揮

してもらうため、事業所の消防団

協力事業所への協力と従業者の団

への加入促進を図ります。 

消防学校の教育課程へ派遣 

幹部教育 5 人 

専科教育 5 人 

一般教養 10 人 

 

外部講師による防災研修会 

消防団員 60 人 

消防職員 20 人 

 

消防団員定数 539 人 

4 月 1 日実員 474 人 

  （うち女性 12 人） 

消防団協力事業所 6施設 

 6 施設→8施設 

幹部教育  

分団指揮課程へ分

団長 3名派遣予定 

 

 

防災研修会を 11 月

に予定、50名が参加

予定 

 

消防団員数 

9 月末現在 466 人 

（うち女性 9人） 

消防団協力事業所 

の増加に向けて事業

所を選定中。6施設 

 

幹部教育  

分団指揮課程 3 名

修了。 

専科教育  

警防科と機関科へ

各３名派遣予定 

 

防災研修会は 2 月以

降に延期 

 

消防団員数 

1 月末現在 464 人 

（うち女性 8人） 

消防団協力事業所 

の増加に向けて事業

所を選定中。6施設 

 

幹部教育 

分団指揮課程 3人 

専科教育 

 警防科 3人 

 機関科 3人 

消防団幹部候補中央

特別研修(日本消防

協会主催)1 人 

防災研修会 未開催 

 

消防団員数 

3 月末現在 461 人 

（うち女性 8人） 

△13 名（女性△4名） 

消防団協力事業所 

6 施設 

 4 事業所訪問  
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平成２７年度 病院事業部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

病院事業部長 

三浦 一浩 

●使命 

私たち病院事業部は、「市民に安らぎと幸せを届ける病院を目指しま

す。」を理念に掲げ、市民に必要とされる病院の運営と健全な経営に努

めます。 

●基本方針 

①地域で必要とされる医療を安全・安心に提供します。 
②人を大切にし、患者さまの尊厳と権利を尊重します。 
③医療・介護・保健・福祉施設等と連携し、市民とともに地域包括医療・
ケアを進めます。 
④常に自己研鑽に励み、医療の質向上に努めます。 
⑤市民に必要とされる医療人を育成します。 
⑥健全な経営基盤を確立します。 
⑦楽しく働き甲斐のある職場をつくります。 
 

所 管 課 
市民病院・牛窓診療所 

裳掛診療所・美和診療所 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

９３人 ６５人 １５８人 

一般会計 １，３１０，７１８ 
千円 

特別会計 ５０，７８２ 
千円 

計 １，３６１，５００ 
千円 

（うち人件費） （ ９３０，７０６ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

患者中心の医療の

実現 

患者自らが治療方法を選択する自

己決定権の尊重が求められている

ことから、患者（ご家族）に対す

る説明責任（インフォームド・コ

ンセント）を実践します。 

また、地域で必要とされる医療を

安全・安心に提供するため、医療

の質向上に努めます。 

そして、接遇その他の患者サービ

ス向上を図るための組織横断的な

研修会等を実施し、患者中心の医

療に病院全体で取り組みます。 

 

外来患者数1日平均 180人 

入院患者数1日平均 74人 

患者満足度 75％以上 

手術件数 300件 

（前年度262件） 

外来患者数 

1日平均 171.2人 

入院患者数 

 1日平均 73.9人 

患者満足度 

 外来患者 54.4％ 

 入院患者 81.2％ 

手術件数 164件 

 

危険予知トレーニン

グ（ＫＹＴ）研修や

接遇研修等実施 

外来患者数 

 1日平均 183.2人 

入院患者数 

 1日平均 74.8人 

患者満足度 

 （年１回実施） 

 

手術件数 257件 

 

危険予知トレーニン

グ（ＫＹＴ）研修、

接遇研修、宿泊研修

等実施 

外来患者数 

 1日平均 182.1人 

入院患者数 

 1日平均 75.5人 

患者満足度 

 （年１回実施） 

 

手術件数 314件 

 

危険予知トレーニン

グ（ＫＹＴ）研修、

接遇研修、宿泊研修

等実施し、患者中心

の医療提供を実践。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

地域包括医療・ケ

アの推進と病床管

理の徹底 

地域の医療機関等との機能連携及

び機能分担を進めるため、患者紹

介・逆紹介の推進、情報交換等を

積極的に進めます。 

また、地域医療連携室の体制を充

実し、入退院管理と効率的な病床

管理の徹底、地域医療連携、退院

支援、在宅医療等医療・福祉の相

談支援を積極的に進めます。 

地域包括医療・ケア推進のため、

病診連携、病病連携、福祉・介護

関連の諸機関との連携をさらに強

化することにより地域の基幹病院

として地域で必要とされる医療を

提供します。 

 

病床利用率 67％ 

患者紹介率 40％ 

逆患者紹介率 35％ 

患者相談支援件数 2,800件 

（前年度2,500件） 

 

 

＊患者紹介率とは、初診患者

さんのうち地域の医療機関

等から当院に紹介された患

者さんの割合 

＊逆患者紹介率とは、当院か

ら地域の医療機関等に逆に

紹介した患者さんの割合 

病床利用率 67.0％ 

患者紹介率 36.0％ 

逆患者紹介率19.8％ 

患者相談支援件数 

 1,918件 

 

市内外の医療機関、

介護施設等を訪問

し、連携に努めてい

ます。 

病床利用率 68.0％ 

患者紹介率 36.8％ 

逆患者紹介率20.4％ 

患者相談支援件数 

 2,210件 

 

市内外の医療機関、

介護施設等を訪問

し、連携に努め、情

報共有のための研修

会等を行っていま

す。 

病床利用率 68.6％ 

患者紹介率 38.1％ 

逆患者紹介率20.1％ 

患者相談支援件数 

 2,817件 

 

市内外の医療機関、

介護施設等を訪問

し、連携に努め、情

報共有のための研修

会等を実施し、地域

の基幹病院として地

域で必要な医療を提

供した。 

 

3 

健診部門の強化 特定健診、人間ドック等の強化に

よる早期治療対応の環境づくりに

努めます。 

また、新病院開院後の組織、体制

の基盤づくりと企業検診受け入れ

のため、積極的な周知活動を行い

ます。 

健診者数 1,350人 

（前年度1,217人） 

 

健診者数 912人 

 

新病院開院後の組

織、体制等の準備を

進めています。 

健診者数 1,444人 

 

新病院開院後の組

織、体制づくりのた

め、業務、動線等の

検討を進めていま

す。 

健診者数 1,519人 

 

新病院開院後の組

織、体制づくりのた

め、業務、動線等の

検討を進め、検診受

け入れの周知活動を

行った。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

4 

健全な経営基盤の

確立 

安定的な経営を維持するために

は、必要とされる医療サービスの

把握と現状の人員、施設及び医療

機器等の有効かつ効率的な運用、

物品等の購入方法、医療資源の適

正利用等更なる工夫や見直しを行

い、収入の増加と支出の削減を図

ります。 

 

入院患者1人1日当たり収入 

 30,500円（急性期） 

 26,500円（地域包括ケア） 

新入院患者数 1日平均4.2人 

（前年度3.4人） 

医業収支比率 94.3％ 

 

入院患者1人1日当た

り収入 30,255円 

 

新入院患者数 

 1日平均 3.8人 

医業収支比率  

110.4％ 

入院患者1人1日当た

り収入 29,898円 

 

新入院患者数 

 1日平均 3.7人 

医業収支比率 

 102.5％ 

入院患者1人1日当た

り収入 29,918円 

 

新入院患者数 

 1日平均 3.8人 

医業収支比率 

 93.8％ 

 

 

5 

新病院建設と人員

確保 

医師、看護師等の不足により、診

療科や入院患者を制限せざるを得

ない状況を考慮し、新病院開院に

向けて人員確保を最重要課題とし

て取り組みます。 

また、新病院建設の監理監督およ

び医療情報システムを含む医療機

器等の整備導入監理を徹底し、事

業費の抑制に努めます。 

新病院建設計画の進捗管理と新病

院経営計画実行計画の策定・管理

を徹底します。 

また、附属牛窓診療所を含む市立

診療所の今後の在り方について慎

重に検討します。 

人員確保（医師 1名、看護師

9名） 

工事の進捗、機器等の導入時

期及び事業費の適正な監理

監督 

 

人員確保（医師 1名、

看護師 6名） 

 

人員確保を計画的に

進めています。 

工事の進捗監理と必

要な機器等の導入を

進めています。 

附属牛窓診療所の休

診後の対応につい

て、市立病院等運営

審議会から答申を受

け、今後の対応を検

討しています。 

人員確保（医師 1名、

看護師 8名） 

 

人員確保を計画的に

進めています。 

工事等の進捗監理と

必要な機器等の導入

を進めています。 

附属牛窓診療所は、

本年度末で閉院しま

す。 

人員確保（医師 1名、

看護師 9名） 

 

計画的な人員確保を

行った。 

工事等の進捗監理と

必要な機器等の導入

を進めた。 

附属牛窓診療所は、

本年度末で閉院し

た。 

 



1 

 

平成２７年度 上下水道部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

上下水道部長 

萬代 昇 

●使命 

上水道は、市民生活や産業経済活動に欠くことのできないライフライン

です。災害に強く、安全で良質な水道水を供給するため、高水準な施設

整備を積極的に進め、安全・安心で良質な水道水を安定的に給水します。 

下水道は、快適な生活環境の整備だけでなく、自然から預かった「たか

らもの」である水を使用後、高度処理し水質保全を図り、豊かな水環境

を守ります。「忘れない 暮らしの下に 下水道」を心に下水道事業を

推進します。 

●基本方針 

①災害に備え、上水道の水源別、配水管エリアを結ぶ連絡管の敷設を進
めます。 
②上水道の浄水場、配水池関連の更新等の機能強化を進めます。 
③上水道の災害に強い基幹管路の強化や石綿管の耐震管への布設替を
進めます。 
④効率的な運営管理を見据えた整備計画を進めます。 

⑤下水道事業の進捗に資する経営健全化のため、供用開始区域内の接続

推進を図ります。 

所 管 課 
上水道業務課・上水道施設課 

下水道課 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

３７人 ８人 ４５人 

 

水道事業会計 

               

２，９７９，２８４ 千円 

特別会計 ２，２１３，５００ 
千円 

計 ５，１９２，７８４ 
千円 

（うち人件費） （ ３３７，０４６ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

 

 

 

 

 

 

１ 

上水道、邑久・
長船間の災害時
応急給水の強化
のため、邑久・
長船東連絡管の
布設 

西ルート（下笠加～土師間）の
連絡管布設は計画通り完了し、
更なる災害時の邑久・長船間の
応急給水ができるように、管網
の強化を図るため、引き続き邑
久・長船東連絡管（土佐～東須
恵間）の布設を進めます。 

耐震形ダクタイル鋳鉄管
（GX-DIP）口径 200 ㎜を
２工区に分け、延長約 800
ｍ布設します。 

GX-DIP φ 200 L= 約

370m（３工区）は８

月契約で進捗率15％

です。 

４工区は発注準備中

です。 

邑久・長船東連絡管

（３工区）は、GX-DIP

φ200 L=370.5mを11

月に布設工事完了。 

 

邑久・長船東連絡管

（４工区）は、GX-DIP

φ200 L=約434mを12

月契約、施工中。進

捗率30%。 

 

邑久・長船東連絡管

（３工区）は、GX-DIP

φ200 L=370.5mを11

月に布設工事完了。 

 

邑久・長船東連絡管

（４工区）は、GX-DIP

φ200 L=約431mを3

月に布設工事完了。 

 
 



2 

 

点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

 

2 

福山浄水場・北
島配水池関連の
機能強化 

施設更新整備検討会議を開催
し、施設整備方針を決定して変
更認可の申請を行う。併せて基
本計画の修正を行う。北島送水
管の布設替工事を行う。 

福山浄水場変更認可の申
請。新北島配水池建設用
地の測量、福山浄水場取
水塔・沈砂池・濃縮槽の
耐震診断、北島送水管を
耐震形ダクタイル鋳鉄管
（NS-DIP）口径 400 ㎜で 
今年度延長 700m を布設替
する。 

福山浄水場施設更新整

備は検討会議より整備

方針決定し、変更認可

作業に着手していま

す。 

 

新北島配水池建設造成

工事基本設計は完成で

福山浄水場の耐震診断

は発注準備中です。 

 

北島送水管老朽管更新

工事（４工区）NS-DIP

φ400L=約284mは８月

契約で進捗率は10％で

あります。  

福山浄水場変更認可は

申請手続き作業中。進

捗率70%。 

 

福山浄水場 沈砂地・濃

縮槽耐震診断業務は１

月契約、発注済み。 

 

北島送水管老朽管更新

工 事 ( ４ 工 区 )は 、

NS-DIPφ400 L=286mを

12月布設工事完了。 

 

北島送水管老朽管更新 

工事(１工区)は、発注

計画調整中。 

 

福山浄水場変更認可は

申請手続き完了。 

 

福山浄水場 沈砂地・濃

縮槽耐震診断業務は、

出来高80％で一部繰

越。 

 

北島送水管老朽管更新

工 事 ( ４ 工 区 ) は 、

NS-DIPφ400 L=286mを

12月布設工事完了。 

 

北島送水管老朽管更新 

工事(１工区)は、H28

年度へ延伸。 

 

 

3 

長船の基幹浄水
施設の更新及び
配水施設の強化 

長船水源地の施設の更新に着
手。新甲山配水池の詳細設計を
行う。 

長船水源地の更新に伴う
土木、建築、機械、電気
工事を第二四半期に着手
する。新甲山配水池詳細
設計に伴う築造用地のボ
ーリング調査及び詳細設
計を行う。 

長船水源地建設工

事、浄水設備工事及

び 新甲山配水池建

設詳細設計は、発注

準備中です。 

長船水源地更新工事

は、1月契約、工事準

備中。 

 

新甲山配水池建設詳

細設計業務は、10月

契約、進捗率40％。 

長船水源地更新工事

は、進捗率約10％。

遅延ながら目標達成

に向けて施行中。 

 

新甲山配水池建設詳

細設計業務は、設計

完了。 

 



3 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

4 

有収率の向上 有収率の向上を目ざし、漏水の
多い地域の拾い出しを行い、優
先順位を検討、老朽管の更新を
進めます。 

長船団地老朽管を耐震形
ダ ク タ イ ル 鋳 鉄 管
（GX-DIP）口径150～100
㎜で延長280m、ポリエチ
レン管口径75～50㎜で延
長220mを布設替する。 
福岡住宅老朽管を２工区
に分けて、耐震形ダクタ
イル鋳鉄管（GX-DIP）口
径 150 ～ 100 ㎜ で 延 長
390m、ポリエチレン管口
径75～50㎜で延長600ｍ
を布設替えする。 
 
 

長船団地老朽管更新

工事は、発注準備中

です。 

 

 

 

福岡住宅老朽管更新

工事（１工区）φ150

～φ50L=約652mは、

９月契約で進捗率は

10％です。  

長船団地老朽管更新

工事(１工区)は、  

耐震管φ150～φ50 

L=約656mを、10月契

約、進捗率70%。 

 

福岡団地老朽管更新

工事(１工区)は、 

耐震管φ150～φ50 

L=約652mを9月契約、

進捗率70%。 

 

福岡団地老朽管更新

工事(２工区)は、発

注計画調整中。 

長船団地老朽管更新

工事(１工区)は、  

耐震管φ150～φ50 

L=約659mを更新完

了。 

 

福岡団地老朽管更新

工事(１工区)は、 

耐震管φ150～φ50 

L=約802mを更新完

了。 

 

福岡団地老朽管更新

工事(２工区)は、H28

年度へ延伸。 

 

5 

下水道の効率的
な運営管理 

効率的な運営管理を見据えた
整備改革を進めるため、将来予
測に即した、検討単位区域・処
理区域の設定、整備手法の選
定、整備方針の策定を行いま
す。 

クリーンライフ 100 構想
の見直しをします。 

クリーンライフ 100

構想見直し業務委託

は８月契約で、進捗

率は 20％です。 

処理区域の設定、整

備手法の選定、整備

方針を行っている。

進捗率は 80％。 

クリーンライフ 100

構想の見直しが完了

し、100％の達成で

す。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

6 

下水道への接続
推進 

下水道事業の経営健全化のた
め、供用開始予定地区でのパン
フレット配布や広報誌・ホーム
ページへの掲載により市民の
理解を深め、接続率の向上を推
進します。 

供用開始地区内の下水道
接続率 70％を目指しま
す。 

ホームページ等によ

る啓発を行っていま

す。9 月末現在、74

件の接続申請があり

59 件排水設備工事

を行っており下水道

接続を実施していま

す。 

1 月末現在、131 件の

接続申請があり、103

件排水設備工事完了

して接続済み。 

3 月末現在、175 件の

接続申請があり、128

件が下水道接続済み

となり目標達成で

す。 
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平成２７年度 出納室 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

会計管理者 

竹原 正朗 

●使命 

私たち出納室は、公金の収納・振込・資金運用を適正適確に行い、市民

から信頼される事務処理を遂行します。 

 

●基本方針 

①正確な会計事務を行います。 
②安全かつ有効な資金運用を図ります。 

所 管 課 出 納 室 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

５人 人 ５人 

一般会計 ３４，１８６ 
千円 

特別会計  
千円 

計 ３４，１８６ 
千円 

（うち人件費） （ ３１，１７３ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

正確な会計事務の

遂行 

正確で適正な事務処理をするた

め、会計事務担当者への指導強化

に努めるとともに、効率的な事務

処理方法の研究をします。 

事務処理方法の周知徹底を

図る。会計事務の説明会の実

施及び「会計の手引き」「Q

＆A」の内容を更に充実させ

る。 

全庁において、財務会計を使

用しての源泉徴収事務を実

施する。 

会計の手引き等を改

訂し、6月に全庁の会

計事務説明会を実施

した。 

 財務会計を使用し

ての源泉徴収事務に

ついての説明会を6

月に実施し、27年7

月分から運用するた

め事務処理を行って

いる。 

会計の手引き等を改

訂し、6月に全庁の会

計事務説明会を実施

した。 

 財務会計を使用し

ての源泉徴収事務

は、平成27年中所得

分については、1月中

旬までに大きな問題

もなく事務処理を完

了した。 

会計の手引き等を改

訂し、6月に全庁の会

計事務説明会を実施

した。 

 財務会計を使用し

ての源泉徴収事務

は、平成 27 年中所得

分については、1 月

中旬までに大きな問

題もなく事務処理を

完了した。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

有効な資金の運用 市場調査や情報の収集に努めると

ともに、安全かつ有効な運用方法

を検討します。 

市場状況に基づいた有効な

資金運用を行う。 

・ 基金の運用益を運用利回

１％として目標に見込む。 

・ 資金管理方針に基づき、

資金管理計画を策定する。 

・ 資金運用の実績の公表を

実施する。 

・ 基金の運用は、

目標の4割程度と

なっている。 

・ 資金管理計画を

策定した。 

・ 資金運用の実績

の公表の準備はで

きた。10月中に公

表する予定となっ

ている。 

・ 基金の運用は、2

月4日で目標の達

成となる。 

・ 資金管理計画を

策定した。 

・ 資金運用の実績

の公表は、資金管

理計画とともにホ

ームページで昨年

11月に公表した。 

・ 本年度の基金運

用益は、1億4,870  

万円で運用利回り

は1.46％となり、

目標は達成した。 

・ 資金管理計画を

策定した。 

・ 資金運用の実績

の公表は、資金管

理計画とともにホ

ームページで昨年

11 月に公表した。 
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平成２７年度 教育委員会 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

教育次長 

近成昌行 

●使命 

私たち教育委員会は、教育が未来を担う人材を育成する基盤であると

の認識に立ち、「第２次瀬戸内市総合計画」に基づき、市民の期待に応

えるよう教育行政を推進します。 

●基本方針 

①学校教育においては、学びの基本は授業であるとの認識のもと、授

業及びそれを支える教育環境の改善を推進します。 

②社会教育においては、生涯学習の機会を提供するため学習環境を一

層充実するとともに、活動拠点となる社会教育施設の整備充実及び

適切な管理運営に努めます。 

③学校教育と社会教育が連携した取組として、学校、家庭、地域が一

体となって学校教育を支援する「学校支援地域本部事業」の一層の

充実に努めます。 

所 管 課 
総務学務課・社会教育課・公民館 

学校給食調理場 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

６７人 １５７人 ２２４人 

一般会計 ２，１２４，４５２ 千円 

特別会計  千円 

計 ２，１２４，４５２ 千円 

（うち人件費） （ ５１７，６８８ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

学校における耐震

化事業を、非構造

部材の耐震化も含

め、平成27年度中

に完了します。 

学校施設の耐震化については、耐

震補強計画により、補強工事を進

めており、市立小中学校・幼稚園

の耐震性がないと診断されている

校（園）舎、体育館等について平

成27年度に耐震化を完了します。 

また、非構造部材（吊り天井や照

明器具等）の耐震化についても、

耐震化工事を行う。 

 

耐震化の対象となっている

校舎等の構造体の耐震化を

100%とします。 

（平成26年度末現在の耐震

化率 98.6％） 

非構造部材の耐震化につい

ても、牛窓東小と長船中の体

育館2棟と邑久中と長船中の

武道場2棟の非構造部材耐震

化工事を実施します。 

長船中武道場の構造

体及び非構造部材の

耐震化工事について

は、工事業者が決定

し、来年2月頃に工事

完了予定です。 

非構造部材の耐震化

工事は、牛窓東小と

長船中の体育館2棟

と邑久中の武道場の

工事が完了しまし

た。 

長船中武道場の耐震

化工事については、

現在工事中で、2月末

に完了予定です。 

他の非構造部材の耐

震化工事は、完了し

ました。 

長船中武道場の耐震

化工事については、2

月末に完了し、国の

指針に基づき平成27

年度までに、学校施

設の耐震化事業を完

了しました。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

児童生徒の学力向

上と教員の授業力

向上を図るため、

「体験型授業」を

さらに推進しま

す。 

 また、不登校問

題の解決に向けて

「不登校対策実践

事業」を推進しま

す。 

① 体験型授業 

市内の小中学校において、昨年度

以上に体験型の研修を広げ、教員

の指導力の向上並びに授業改善の

意識向上を図ります。また、体験

型学習のノウハウを授業に取り入

れ、興味関心を高め、児童生徒の

学習意欲の向上につなげ、学力向

上を目指します。 

 

 

 

 

 

② 不登校対策実践事業 

小学校において、不登校対策担当

者を中心とした組織的な対応力を

向上させるとともに、登校しづら

い児童に対する登校支援や保護者

への相談支援を行うなど、新たな

不登校を生まない取組を中心に、

実践的な研究を進めます。 

① 体験型授業 

市内7小学校、2中学校で公開

授業をともなった研修、また

は児童生徒の学習意欲向上

を目的とするスキルアップ

研修を実施します。そのため

に、夏期休業中においてマイ

スター研修を実施し、1月に

は講演会を実施します。 

年度末には効果検証を行い、

3年間の取り組み成果を振り

返り、成果と課題を洗い出し

ます。 

 

② 不登校対策実践事業 

新たな不登校を生み出さな

いように努め、不登校の出現

割合を減少させます。 

① 体験型授業 

夏季休業中には、マ

イスター研修を実施

し、市内小中学校の

教員19名が参加しま

した。公開授業をと

もなった研修は、９

月に１校実施してい

ます。他の学校も２

学期中に実施する予

定です。 

 

 

 

② 不登校対策実践 

邑久小学校に１名の

登校支援員を配置し

ています。児童生徒

の個別の支援カード

を作成しました。 

① 体験型授業 
市内の小学校3校、中

学校2校で公開授業

をともなった研修を

実施しました。1月15

日には、教育講演会

を実施し、市内外約

60名の先生方が参加

しました。 

 

 

 

 

 

② 不登校対策実践 
邑久小学校におい

て、昨年度の同じ時

期と比較すると、不

登校の出現状況は、

半分以下となってい

ます。登校支援員配

置が寄与していま

す。 

① 体験型授業 

「実験や観察に興味

関心を持って取り組

めている」と肯定的

に答えた児童は、体

験型授業を推進する

前より５ポイント増

えている。また、先

生方の授業改善にも

つながりました。 

 

 

 

 

② 不登校対策実践 

年間を通して不登校

児童が半数近くにな

っており、小学校の

出現率は 0.5 人、中

学校の出現率は 3.7

人となっている。不

登校支援員の配置に

より、学校が楽しい

と答える児童数が増

加しており、気持ち

が前向きになってい

ます。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

3 

市民の生涯学習拠

点施設としての新

図書館の建設を完

了します。 

①新図書館整備工事 

郷土資料展示機能を含めた延床面

積2,300㎡の新図書館工事を実施

します。蔵書収蔵冊数は約20万冊

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

②図書購入 

新図書館用図書として、約２万２

千冊の図書を選定し、収蔵します。 

（平成23年度から平成25年度まで

に、新図書館用図書として、約２

万８千冊を購入済） 

①新図書館整備工事 

新図書館の工事を27年12月

末に完成させ、28年4月末の

開館を目指し、開館準備を3

月末までに70%程度進捗させ

ます。また、長船町公民館図

書室の改善に向けた予算編

成を行います。 

 

 

 

 

②図書購入 

９月末までに、約１万冊、３

月末までに残り約１万２千

冊を選定し、収蔵します。 

（内訳は、児童書約4,000冊、

一般書約18,000冊とする計

画） 

①新図書館整備工事 

新図書館の工事につ

いては、配架計画、

およびサイン計画が

完了しました。 

長船町公民館図書室

の改善に向けては、

設計予算の確保の準

備を進めています。 

 

 

 

②図書購入 

９月末までに、選定

予定の約１万冊の選

定を終了しました。 

①新図書館整備工事 

新図書館の工事につ

いては、2月29日まで

の工期延期を行いま

した。現在、内装が

ほぼ完了し、外構工

事の仕上げに入って

います。引き渡し後、

ただちに書架配架が

出来るよう配架計画

を整えました。 

 

②図書購入 

１月末までに１万８

千冊の選定を終えま

した。 

①新図書館整備工事 

新図書館の工事につ

いては、2月 29 日に

引き渡しを受け開館

に向けての準備作業

を行っています。現

図書館の蔵書約４万

冊の移動と、新規購

入図書約３万冊の配

架を完了しました。 

 

 

②図書購入 

３月末までに約２万

冊の選定を終え、収

蔵しました。 



4 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

4 

市民一人ひとりが

スポーツ、文化、

芸術活動を主体的

に学ぶ生涯学習の

機会を提供しま

す。 

① 公民館での学びの成果が社会 

に還元され、よりよい地域社会の

実現をめざすよう、市民の主体的

な学びや活動を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②美術館、博物館では、夏休み 

に子供たちにも身近に文化芸術に

ふれる展示内容にするなどの工夫

を凝らし、両館の利用促進を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

③ 市スポーツ推進委員を中心に

スポーツ指導者等研修会、少年ス

ポーツ団体交流研修会を実施し、

地域スポーツ活動の指導等に対す

る意識の向上を図ります。 

① 目標文化祭参加団体数 

 165団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 目標入館者数 

美術館：20,000人 

博物館：42,000人 

 

 

 

 

 

 

 

 

③目標参加者数 

 指導者等研修会 ： 80人 

 少年団体等交流会：100人 

① 各会場の実行委 

員会を開催し、出品･

出演の募集案内を８

月広報せとうちへ折

込。また、公民館登

録団体へ案内を行い

ました。 

 

 

 

 

 

 

②９月末入館者数 

 美術館：25,576人 

 博物館：23,898人 

 

 

 

 

 

 

 

 

③２月から３月初旬

の実施に向けて準備

中です。現在研修会

の講師選定中、及び

交流会の内容検討中

です。 

①10・11月に文化祭

を開催し、公民館登

録グループや市民の

文化活動の発表の機

会を提供しました。

文化祭参加団体数

148団体。 

 

 

 

 

 

 

②１月末入館者数 

 美術館：31,274人 

 博物館：36,159人 

 

 

 

 

 

 

 

 

③市スポーツ推進委

員を中心に指導者研

修会を2月28日に実

施予定。講師は元バ

レーボール全日本代

表「杉山明美」を予

定しています。 

① 市内３会場で文 

化祭を開催し、市民

の文化活動の発表の

機会を提供しまし

た。ステージ発表は

子どもたちの参加も

あり年々増えている

状況です。公民館グ

ループや文化祭協力

団体の参加数が上が

る工夫を検討しま

す。 

 

② 美術館では開館 

5周年特別展「長渕剛

詩画展2015」など、

博物館では特別展

「真剣女子の日本刀

展」などを開催しま

した。 

３月末入館者数 

 美術館：36,090人 

 博物館：44,175人 

 

③2 月 28 日、ゆめト

ピアで「少年スポー

ツ団体指導者等研修

会」を実施しました。

講師は元バレーボー

ル全日本代表「杉山

明美」氏で、市内の

スポーツ指導者等約

70 名が参加しまし

た。 

 



5 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

5 

学校、家庭、地域

が一体となって学

校教育を支援する

「学校支援地域本

部事業」を推進し、

すべての学校に学

校支援地域本部を

設置します。 

①  現在活動している９校の学

校支援本部を引き続き支援す

るとともに、本年度は全校実

施を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 土曜日の教育支援体制につい

て検討を行います。 

① ６月を目標に行幸小学校

支援地域本部を設立し、牛窓

西小学校、牛窓中学校につい

ては、９月を目標に学校支援

地域本部を設立します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 土曜日の教育支援活動に

ついて、引き続き実施場所、

人的体制等の検討を行いま

す。 

①牛窓西小学校は 4

月 21 日、行幸小学校

は5月14日に地域教

育協議会を開催し、

支援本部を設立しま

した。牛窓中学校に

ついては、本年度の

設立は難しいと判断

され、来年度以降の

設立を目指します。 

 

 

 

 

②土曜日の教育支援

活動について、引き

続き実施場所、人的

体制等の検討を行い

ます。 

①各学校支援地域本

部の事業も順調に進

んでいます。邑久・

長船地域では、中学

校区で各事務局と各

コーディネーターが

連携を取るための会

議を実施。また全市

的なコーディネータ

ー・ボランティア研

修会を実施しまし

た。 

 

 

②土曜日支援活動は

引き続き検討を行っ

ています。 

①教育支援活動運営

委員会主催のボラン

ティア等研修会を実

施しました。講師は

スクール・アドバイ

ス・ネットワーク理

事長「生重幸恵」氏

で、約 70 名の参加が

あり、学校支援につ

いて研修を行いまし

た。各学校支援地域

本部事業も順調に実

施されました。 

 

②土曜日教育支援活

動においては、場所、

体制などの諸問題の

検討が必要です。引

き続き検討を行って

いきます。 
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平成２７年度 議会事務局 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

議会事務局長 

出射 正 

●使命 

 議会事務局の使命は、二元代表制の一つである議会の庶務事務や議長

及び議員の職務を補助することです。このため、議会、議員の政策立案

機能及び監視機能の強化、さらには議会の活性化や効率的な議会運営が

図られるよう補助するとともに、市民に身近で開かれた議会を目指しま

す。 

●基本方針 

① 議事機関としての議会の機能が適切に果たされるよう、議長や議 

員の活動をサポートしていきます。 

② 事務局職員の専門性を高め、議会からの要請などに的確に対応で

きる体制づくりに努めます。 

③ ホームページや議会だより、議会ネット配信システム等により、 

議会活動情報等を積極的に公開し、「市民に開かれた議会」を推進 

します。 

所 管 課 議会事務局 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

４人 人 ４人 

一般会計 
 

２４１，６５８ 千円 

特別会計  
千円 

計 ２４１，６５８ 
千円 

（うち人件費） （ ３９，２３８ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

効率的な議会運

営、議会活動のサ

ポート 

情報の収集や調査立案機能の一層

の充実を図り、議会運営、議会活

動をサポートします。 

適切な情報提供を適時に行

えるよう、調査情報、政策、

法務部門を充実強化するこ

と。 

 

上半期で定例会以外

に臨時議会や３常任

委員会でそれぞれ所

管事務調査が行われ

たが、おおむね順調

に運営できた。 

下半期に入っても引

き続き常任委員会の

所管事務調査が数多

く行われ、運営に尽

力した。 

定例会や常任委員会

等の運営に尽力し、

おおむね順調に運営

できた。 



2 

 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

2 

議会活動の紹介 議会だより発行をサポートすると

ともに、議会ホームページを適時

更新します。 

議会だより（年4回、市内全

世帯配布）発行を補助し、ホ

ームページを適時更新する

こと。 

 

議会広報編集特別委

員会は6月に新メン

バーとなり、編集方

針を明確にして「市

民のための議会だよ

り」を目指すことと

している。視察研修

では、議会広報コン

クールで優秀な成績

をおさめている鳥取

県の大山町と北栄町

を8月に訪問し、今後

の編集に役立ててい

る。 

議会だよりは議会広

報編集特別委員会が

新メンバーに代わっ

て3回発行した。視察

研修の成果も生かし

つつ、1回の発行で4

～5回の編集会議を

開き少しでも市民に

親しまれる広報誌づ

くりに取り組んでい

る。事務局もそのつ

ど同席して必要な支

援を行っている。 

議会だよりは議会広

報編集特別委員会の

メンバーが編集し、

年 4 回発行した。こ

れにより議会の様子

や議員活動を広く市

民に提供できた。 

3 

市民に身近な開か

れた議会 

議会ネット配信システム（ライブ

中継及び録画配信）へのアクセス

や議会傍聴への呼びかけを積極的

に行い、市民に身近な議会を目指

します。 

スムーズなインターネット

配信（ライブ中継及び録画配

信）を行うこと。 

 

トラブルなく順調に

配信ができている。 

9月末現在のアクセ

ス数 

ライブ2,306件 

録画 4,855件 

12月議会で音声トラ

ブルにより一部ネッ

ト配信に支障をきた

した。なお議場音声

システムは今年度全

面的に改修すること

にしている。 

1 月に議場音声シス

テムを全面改修し

た。 

年間を通して議会ネ

ット配信はスムーズ

に運営することがで

きた。 

年間のアクセス数 

ライブ4,566件 

録画 9,687 件 

4 

局員の育成･体制

強化 

各種職員研修会や先進地視察研修

をとおしてスキルアップを図る 

市や研修センターが行う職

員研修、市町村アカデミー研

修、あるいは議長会主催の議

事研修会に積極的に参加す

ること。 

岡山県市議会議長会

主催の研修会に参加

するなど、積極的に

資質の向上を図って

いる。 

市町村議会事務局職

員研修（10月）、全

国議事運営事務研修

会（10月）、西日本

市議会職員研修会

（11月）にそれぞれ

参加し、資質の向上

を図った。 

年間を通して職員研

修に参加し、議事運

営等のスキルアップ

を図ることができ

た。 
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